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Summary 
The objective of the present study is to elucidate the function and characteristic of Shonai Local 
Wholesale Market under the change of fruit and vegetables market structure in recent years. 
The results are summerized as follows 
(1) At Shonai Local Wholesale Market. the wholesalers have been collecting nearly 40 parcent of 
fruit and vegetables from Shonai district. The collecting area of vegetables has been expanding， but as 
to a case of fruit， ithas been reducing. 
At Shonai district， the wholesalers have been collecting from the farmers directIy， and at a case of 
the other collecting areas， they have been collecting from the shipper in the producing area 
The major form of collecting from Shonai district is the consignment collection， and purchasing 
from the other areas. Then the purchasing collection has been increasing in recent years 
(2) The wholesalers have been dealing in about 60 percent of the fruit and vegetables to the desig-
nated buyers， and the other part have been dealing to the middlemen 
The retail dealers occupy the most part of the designated buyers， and they have be~n distributing 
to the consummers in Shonai district 
The middlemen have been dealing about 50 percenrt of the handdling amount to the large-sized re-
tail store (supermarket) ， and transmitting about 20 percent to the other wholesale market. ln recent 
years， the share of supermarket have been increasing 
(3) These results suggest that Shonai Local Wholesale Market has the three functions (Wholesale 
Market of consuming area， Market of collecting and distributing in local area， and Market of collecting 
and shipping in producing area) ， and the charcteristic of the Wholesale Market of consuming area has 
been growing in recent years. 
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I 課題の設定
地方都市小規模卸売市場2)においても，その存立条件や
機能・性格の変化が現れてきている.それは，第 1に
供給圏内人口の停滞 ・減少にともない青果物需要も停
滞・減少し，卸売市場の青果物取扱数量も伸び悩みまた
は減少傾向にあること，第2に，大規模産地の形成によ
る生産・出荷単位の大規模化と，農協系統による出荷先
市場の拠点市場への絞り込みにより，特に大規模産地か
らの集荷の困難性が増しつつあること，第3に，他方で
地方都市への量販庖の進出により，品揃え，価格などの
商で量販庖の仕入要求への対応を迫られており 3) それ
に対応するために買付集荷の増加，転送依存度の高まり
などがみられること、第4に， その結果経営が悪化しつ
つある卸売業者がみられ，卸売市場の存立条件が動揺し
てきていること、第5に，このような状況のもとで卸売
市場としての自立的展開を志向して，地場産地開発によ
り地場流通機能の強化をめざす市場が現れていること
4) 第6に，青果物産地に立地する卸売市場では，立地
条件を活用して産地市場としての機能をもっ市場が現れ
てきていること 5) などと整理できる.さらに，近年の
卸売市場における取引方法の変容，特に買付集荷，相対
販売の増加による価格発見機能の変質・形骸化によっ
て，卸売市場としての重要な機能を実質的に喪失してい
くような事態が今後さらに進行することも考えられる.
ところで，これまでの卸売市場に関する研究では，地
方都市小規模却売市場はおおよそ次の3つの視点から把
握されてきたといってよい.その第 1は，集散市場体系
論に代表されるように，大都市巨大市場を頂点とする集
散市場体系の底辺に位置しその市場規模の小規模 ・零
細性からくる集荷機能の弱体性ゆえに，転送を媒介にし
て巨大市場および地方中核市場に従属化した存在とし
て，いうならば卸売市場としての自立的な機能を半ば喪
失した存在とみるとらえかたである6) 第2に，集散市
場体系に対する批判として地域流通・地場流通を重視す
る立場からは，地域流通 ・地場流通の拠点として地方都
市小規模卸売市場がもっ機能が， 産地からの分荷直送と
あわせて期待されている7)。また第3に，近年，産地市
場としての機能をあわせもつ市場の存在が注目されてい
る8)
このような視点からのこれまでの研究は，地方都市小
規模市場の実態把握が不十分な現在の研究状況にも規定
されて，ややもすれば理念的な性格規定を行ったり，分
近年，青果物流通をめぐる環境の変化にともない卸売 析対象とした市場の実態を性急に一般化する傾向をとも
市場流通も大きく変容しつつある 1) そのなかにあって ないがちであった.しかし実際には，地方都市小規模卸
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売市場は画一的な性格をもつものではなく，むしろ市場 仲卸業者による転送の実態を分析することによって，産
が立地する地域の自然的・社会経済的条件や市場の規模 地市場としての機能を検討することである.そのために
に規定されて多様な機能と性格をもつものと考えられ まず公設庄内市場の青果物取扱の特徴を明らかにし
る. したがって，その機能と性格を総体的に把握するた
めには，市場の立地条件と規模の差異をふまえた事例的
研究の豊富化が求められているといえよう.また，その
ことは現段階の青果物卸売市場流通構造の解明にもつな
がるものである.
本稿は，以上のような問題状況のもとにおける地方都
市小規模卸売市場の機能と特質および近年におけるその
変化を，山形県庄内地域に位置する公設庄内青果物地方
卸売市場(以下では公設庄内市場と略称)の事例分析に
よって明らかにしようとするものである.
その際に，本稿では公設庄内市場の機能を消費地市場，
地場流通市場， 産地市場という 3側面からそれぞれ考察
(n) ，次いで集・分荷構造の特徴について卸売業者の
集荷構造の分析(田)および卸売業者 ・仲卸業者の分荷
構造の分析 (W)によって検討する.そして，以上の検
討の結果をもとに，公設庄内市場の機能とその特質につ
いて消費地市場，地場流通市場，産地市場としての側面
から，それぞれ考察し (V)，最後に総括と展望をおこ
なう(V!). 
なお，ここで分析対象である公設庄内市場の立地条件
と市場の概要について，行論に必要な限りで簡単にふれ
ておく .
公設庄内市場の立地する庄内地域は山形県の日本海側
にあり，人口は約33万人で横ばいで推移している.気象
することにより，前述の課題に接近する.というのは， 条件は，夏期は高温多雨であり農業生産に適するが，冬
行論で明らかにするように公設庄内市場においては地場 期間は積雪と低温，激しい季節風によって農業生産は大
産青果物のシェアが約40%を占めており，庄内地域にお きな制約を受ける.そのため水稲単作型の農業構造を特
ける地場流通の拠点としての機能を果たしているととも 徴としており，東北稲作地帯の一典型地域と位置づけら
に，地場産青果物の基幹品目については，仲卸業者によっ
て他市場に転送されていることから，産地市場としての
機能もあわせもっているからである.したがって，具体
的な課題は，第 1に，青果物卸売市場の基本的機能であ
る消費地市場としての機能とその特質を，集・分荷構造
の分析をとおして検討することにある.第2には，庄内
産青果物の集荷構造を分析することによって，地場流通
市場としての機能を検討することである.さらに第3に，
れる.事実，農業粗生産額に占める米のウエイトは67%
と高く (1990年 :東北平均45%，山形県平均50%)，逆
に青果物のウエイトは14%と，東北平均23%，山形県平
均31%を大きく下まわっている.しかしこのような農
業構造のもとでも，秋冬ダイコン，夏秋キュウリ，夏秋
トマトの指定産地が形成されているほか，カキ，メロン
の大規模な産地も形成されており，転作による野菜生産
も近年増加しつつあるのことが，公設庄内市場の機能と
開設者
所在地
開設認可日
業務 開始日
取扱品目
敷地面積
主要施設
取扱数量
取扱金額
卸売業者
仲卸業者
売買参加者
表 1 公設庄内市場の概要(1991年12月31日現在)
公設庄内青果物地方却売市場組合
山形県東田川郡三川町大字押切新国字茨谷地50番地
1973年11月21日
1973年12月 1日
主たる取扱品目:野菜 ・果実およびこれら加工品
従たる取扱品目:その他の生鮮食料品等
45 ，282m2 
卸売場4，445m2，仲卸売場590m2，冷蔵庫436m2，駐車場13，436m2 
バナナ加工施設1，043m2，附属営業人庖舗289m2
54，511 t (野菜32，614t，果実21，897t) 
147.5億円(野菜83.3億円，果実60.4億円，その他3.7億円)
2社(丸果庄内青果株式会社，株式会社庄果)
6社(1991年4月1日より業務開始)
239人
資料:公設庄内市場 「平成3年市場年報」による.
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性格とかかわって注目される O 公設庄内市場開設以後の取扱数量の動向を表2によっ
公設庄内市場は，庄内地域14市町村の一部事務組合を てみると，野菜で、は1980年代に入ってやや停滞傾向をみ
開設者として1973年に開設された市場である 10) 公設 せるものの全体としては増加傾向にあるのに対して，果
庄内市場の開設にあたっては，それ以前に庄内地域で営 実の場合は1970年代半ばをピークにしてその後は減少・
業を行っていた 5社 7市場(鶴岡市3市場酒田市4市 停滞傾向をみせている.
場)の小規模な民営市場を統合して，卸売業者2社(丸 まず野菜についてやや詳しくみると，取扱数量は1981
果庄内青果株式会社，株式会社庄果)が発足した11) 年まで順調な増加をみせ，その後やや減少・停滞傾向を
公設庄内市場の現状については表1に示したとおりであ 示すが， 1980年代後半には再び増加傾向をみせる.取扱
る. 1991年の青果物取扱数量は 54，511t (野菜32，614t 金額については， 1980年代半ばの停滞を除けば順調に増
果実21，897t)，取扱金額は143.7億円(野菜83.3億円， 加している.そして1974年から1990年にかけて取扱数量
果実60.4億円)であり，地方卸売市場のなかでは比較的 は1.47倍，取扱金額は2.86倍に増加しており，これは全
大規模な市場である 12) なお，卸売業者 2社の取扱金 国卸売市場の1.33倍， 2.51倍をともに上まわっている.
額はともに70億円強でほぼ措抗している.売買参加者は この間に取扱数量を大きく伸ばした主な品目は，ダイコ
239人であり，その大部分が庄内地域の小売業者である. ン2.09倍，カブ2.96倍，ニンジン2.10倍，キャベツ1.63 
また， 1985年から仲卸業者の導入が試行され， 1991年4 倍，パレイショ.1.62倍，レタス2.48倍などであり，取扱
月より仲卸制度が正式発足したことにより，現在6社が 数量の伸ぴは根菜類2.04倍，土物類1.46倍などの重量野
仲卸業者として営業している.
E 公設庄内市場の青果物取銀状況
1.取級数量・金額の動向
菜や洋菜類2.35倍に主導されたものであることがわかる.
他方，果実の取扱数量は1977年をピークに大幅に減少
し，その後1982-83年， 1987-88年にやや増加をみせる
ものの，全体としては停滞している.こうしてこの間に
果実取扱数量は89%に減少しているが，これは全国卸売
市場の状況 (87%に減少)とほぼ同様の動向である.取
公設庄内市場の開設は，それまで小規模な卸売市場が 扱金額は1980年代半ばまでは増加を示し，その後はやや
分立していた庄内地域に青果物流通の広域化・大規模化 停滞し，近年再び増加傾向をみせている.そして，この
に一応対応する体制が整備されたことを意味する.そし 聞に取扱金額は2.14倍の増加をみせているが，これは全
て，公設庄内市場の開設に前後して，庄内地域の卸売市 国卸売市場の1.91倍を上まわっている.品目別にみれば，
場取扱数量は大きく増加した 最大取扱品目であるミカンの大幅な減少 (8，964t→ 
この点について，庄内地域の卸売市場の取扱数量の変 3，203 t) をはじめ，スイカ (2，454t→ 1，479t)，バナナ
化を1970年と 1975年の対比でみておくと 13) 野菜は (3，314t → 2，289t) などの滅少が取扱数量の減少をも
19，322tから 27，487tへと1.42倍，果実は 17，367tから たらしたのであるが，その反面でメロン(1，336t→ 
28，630 tへと1.65倍の増加をみせており，特に果実の増 4，616t)やカキ (794t → 1，965 t)が大幅に増加し，特
加が顕著で、ある.この間の全国卸売市場取扱数量の伸び にメロンは現在ではミカンに代わる最大取扱品目になっ
は，それぞれ1.24倍と1.42倍であるから，庄内地域にお いることに注目しておきたい.
いては全国的な水準を上まわって卸売市場取扱数量が増 取扱数量および取扱金額は以上のような動向を示して
加したことになる。品目別には，野菜ではダイコン1.92 いるのであるが，それが公設庄内市場の供給圏である庄
倍，ハクサイ1.61倍，キャベツ1.71倍などの重量野菜類 内地域14)の消費量との聞でどのような関係にあるのか
が大きく伸びており，果実ではなんといっても最大取扱 を次に検討しておこう.
品目であるミカンが2.32倍に増加したことが，取扱数量 表2には，庄内地域の住民の 1人当たり青果物消費量
の増加に大きく寄与している厳密には供給量)が全国平均と同一水準だと仮定して
このように，公設庄内市場の開設によって庄内地域の 算出した推定消費量と，それと公設庄内市場取扱数量と
卸売市場の集荷力が全体として強まったことから，卸売 の比率(超過取扱高指数)を表示しである.この超過取
市場取扱数量が1970年代前半に大きく増加したのである 扱高指数は，供給圏内の需要に対する卸売市場の供給能
が，その後は野菜と果実とでは対照的な動向をみせる. 力を示す指標として用いることができる.これによると，
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野菜については取扱数量の増加を反映した超過取扱高指 32.8%にのぼる.そして，このようなウエイトを占める
数の伸びにもかかわらず，公設庄内市場取扱数量は現在 農家の生産する野菜の商品化率は，表3にみられるよう
でも供給圏内消費量を20%ほど下まわる状況にある 逆 に全国平均を20ポイント以上下まわっており，野菜生産
に果実の場合は，取扱数量の滅少にもかかわらず消費量 の自給的性格の根強さを示している.このような農家自
そのものが同様に減少していることから 超過取扱高指 給部分が表2の指定消費量の中に含まれており，これに
数は1.10前後の水準で変動しており，公設庄内市場の取 関しては当然、のことながら卸売市場の供給対象とはなら
扱数量は供給圏内消費量を恒常的に上まわっていること ない.したがって，これらのことを勘案すると，公設庄
になる. 内市場の供給能力は，野菜については供給圏内需要量を
このように，数字どおり読むと公設庄内市場の野菜供 やや下まわる程度，果実についてはそれを15-20%程度
給能力の低さが目をひくが，それについては若干の留意 上まわるものとみることができる.
を要する.公設庄内市場の所在する庄内地域は農業地帯 こうして，公設庄内市場の供給能力は，野菜について
であり. 1990年の農家世帯率は23.5%. 農家人口率は は供給圏内消費量にほぼ匹敵する程度まで増大し，果実
表2 公設庄内市場における野菜・果実取級数量・金額および庄内地域の推定消費量・超過取扱高指数の推移
(単位 t.千 t.千円. %) 
野 全河土ミ= 果 実 推定消費量 超過取扱高指数
年次 取扱数量 取扱金額 取扱数量 取扱金額 (B) (A/B) 
(A) 指数 指数 (A) 指数 指数 野菜 果実 野菜 果 実
1970年 19，322 84.3 1.225 47.9 17，367 69.0 1.582 61.1 46.2 21.1 0.42 0.82 
1974年 22.934 100.0 2，558 100.0 25，162 100.0 2，586 100.0 44.5 22.6 0.52 1.12 
1975年 24.703 107.7 2，924 114.3 25，561 101.6 3，590 123.5 43.6 23.5 0.57 1.09 
1976年 26.146 114.0 3，666 143.3 24，875 98.9 3，716 128.8 44.4 22.0 0.59 1.13 
1977年 28，484 124.2 3.943 154.1 25，797 102.5 3.956 140.0 46.6 23.1 0.61 1.12 
1978年 27.545 120.1 4，168 162.9 24，797 98.5 4.134 143.0 47.1 22.9 0.59 1.08 
1979年 29，301 127.8 4，596 179.7 23.660 94.0 4，307 150.8 46.7 23.1 0.63 1.03 
1980年 30，122 131.3 5.240 204.8 23，271 92.5 4.145 144.4 46.5 21.9 0.65 1.06 
1981年 33，406 145.7 5，787 226.2 22，481 89.3 4.855 169.1 46.9 21.6 0.71 1.04 
1982年 32.193 140.4 5，412 211.6 24.104 95.8 4，966 172.2 47.4 22.1 0.68 1.09 
1983年 32，434 141.4 6.009 234.9 24，355 96.8 5，138 179.2 45.8 21.8 0.71 1.12 
1984年 33，074 144.2 6.151 240.5 22，865 90.9 5.128 179.5 46.7 19.6 0.71 1.17 
1985年 33，008 143.9 5，786 226.2 22，695 90.2 5.661 198.1 46.4 20.4 0.71 1.11 
1986年 33.773 147.3 5，632 220.2 22.875 90.9 5，152 184.4 47.3 20.3 0.71 1.13 
1987年 33.401 145.6 5，759 225.1 25，180 100.1 5，181 188.3 47.0 21.6 0.71 1.16 
1988年 33，612 146.6 6.577 257.1 24，282 96.5 5.392 194.6 46.4 21.1 0.72_ 1.15 
1989年 35，696 155.6 6.714 262.5 23，253 92.4 5.858 211.6 46.7 20.7 0.77 1.12 
1990年 33，880 147.7 7，308 285.7 22，391 89.0 5.856 214.0 45.5 20:4 0.74 1.10 
4一 」一一一一一
資料:公設庄内市場「市場年報J，農林水産省 「食料需給表J. 同「青果物卸売市場調査報告J，山形県統計協会「山形県統
計年鑑」による.
注:1) 1970年の取扱数量 ・金額は 「青果物卸売市場調査報告書」による公設庄内市場開設以前の7市場の取扱数量 ・
金額.それ以外は「市場年報」による公設庄内市場の取扱数量・金額.
2) 推定消費量は千 t単位で表示した.
3) 推定消費量=1人・ 1年当たり供給粗食料×庄内地域人口.
4) 推定消費量の算出にあたっては，市場取扱数量と整合させるため，野菜にはいも類を含め，果実的野菜を除いた.
また，果実には果実的野菜を含めた.
5) 取扱数量は年次，推定消費量は年度である.
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表3 圧内地域における主要野菜・果実の商品化率 (1990年)
(単位:%) 
野 菜 果 実
ロロ 日
商品 口 目
商品
化率 全国 ロ 化 率 全 国
ダイコン 64.3 73.7 露地メロ ン 9l.1 90.7 
カ フ、 64.6 76.7 カ キ 8l.0 77.2 
午、 ギ 65.8 73.6 イ チ コ 88.9 90.4 
キュウリ 68.2 82.7 日本ナ シ 85.0 92.5 
ナ ス 45.0 68.2 ブ ドウ 85.5 92.0 
ヤマノイモ 78.9 78.6 ス イ カ 53.0 84.8 
エダマメ 53.9 66.4 ン ゴ 75.0 91. 7 
キャベツ 44.9 84.3 モ モ 77.4 92.6 
ト マ ト 66.1 85.9 西洋ナ シ 75.9 86.1 
ハクサイ 26.5 72.5 ク 68.0 77.4 
その他野菜 52.0 81.0 その他果実 48.9 86.1 
野 菜 平均 58.1 79.3 果 実平 均 84.5 90.7 
資料:東北農政局山形統計情報事務所「山形県農林水産統計年報」による.
注 :1) 野菜，果実とも庄内地域における出荷量上位10品目について表示した.
2) その他の野菜は，ゴボウ，ニンジン， 未成熟トウモロコシ，ホウレン
ソウ，カボチャ， ブロッコリー，サヤイ ンゲン，サヤエンドウ，カリフ
ラワー ， ピーマン，サトイモ， レタス，タマネギ，セルリーの合計.
3) その他果実は，ウメ，オウトウ，キウイ フルー ツ， スモモの合計.
についてはそれを上まわる供給能力を維持しており， 全 きた.この間にその格差が縮小したということ，特にそ
体として供給能力を高めてきているのである. れが冬期間の取扱数量の年合計を上まわる増加によ って
もたら されたということは，卸売業者の遠隔産地からの
2.月別取扱数量の変化 集荷力が強まったことを意味している.ところが同時に
以上で述べた取扱数量の年次変化は，実は月別取扱数 注目せざる をえないのは 1・2類市場平均の月別取扱
量の変化を内包したものであった.この点について，関 数量格差(1.35倍)との対比での月別取扱数量格差の依
設当初と現在との月別取扱数量および構成比を示した表 然、とした大きさである.それは10・11月の取扱数量が年
4によって検討 しておこう. 合計取扱数量の増加率を上まわって増加したこと，その
まず野菜については，この聞に月別取扱数量の平準化 結果として10・11月の取扱数量が突出したことによ って
がやや進んだ.取扱数量最大月が11月，最小月が1月と もたらされている.この10・11月取扱数量の増加は，ダ
いう傾向に変化はないが，その格差は2.23倍から2.07倍 イコンおよびカブの増加に主導されたもの(2品目で取
へと縮小している.それは， 1-4月の取扱数量が1.63 扱数量増加量のうち10月63%，11月-41%を占める)であ
倍と年合計 (l.46倍)および11月(1.55倍)を上まわっ る。しかも，この 2品目は地場産地である庄内産のシェ
て増加したことによる。庄内地域は東北日本海側に位置 アが極めて高い (1990年の10・11月平均でダイコン
し，積雪および季節風のため冬期間の青果物生産に大き 99.5%，カブ93.7%)という特徴をも っている.
な制約をうけることから、県外産地，特に関東以西の産 他方， 果実の場合は逆に月別取扱数量格差が拡大して
地に依存せざるをえない.しかし， 高速交通網の整備の いる.開設当初は12月が取扱数量最大月 6月が最小月
遅れ，市場取扱数量の小規模さから遠隔産地からの直接 であったが，現在では 7月が最大月月が最小月とい
集荷には困難をともない，そのことが冬期間の取扱数量 うように月別取扱数量構成そのものが大きく変化してお
の相対的少量性による月別取扱数量格差の原因となって り， しかもその格差は2.50倍から3.54倍へと拡大してい
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表4 公設庄内市場における野菜・果実月別取扱数量および月別取扱数量構成比の変化
(単位 t，%) 
野 菜 果 実
月 1974-75年平均 1989-90年平均 1974-75年平均 1989-90年平均
(A) (8) 
8/A 参考 8/A 参考
構成比 構成比 (A) 構成比 (8) 構成比
1月 1.149 4.8 1，922 5.5 1. 67 6.9 1.832 7.2 1.077 4.7 0.59 6.5 
2月 1.250 5.2 2.134 6.1 1. 71 7.3 1.919 7.6 1.315 5.8 0.69 7.0 
3月 1，574 6.6 2.633 7.6 1.67 8.4 1.912 7.5 1.362 6.0 0.71 8.0 
4 月 1，923 8.1 2，935 8.4 1. 52 7.9 1.592 6.3 1，109 4.9 0.70 6.3 
5月 2，344 9.8 3，060 8.8 1.31 8.9 1.643 6.5 1.323 5.8 0.81 7.6 
6月 2.218 9.3 2.989 8.6 1.35 8.7 1，503 5.9 1.536 6.7 1.02 8.4 
7月 2.388 10.0 2，791 8.0 1.17 8.2 2.709 10.7 3.810 16.7 1.41 9.6 
8月 2，038 8.6 2，591 7.4 1.27 8.1 2.619 10.3 3.079 13.5 1.18 9.2 
9月 1.978 8.3 2.785 8.0 1.41 8.4 1，545 6.1 1，546 6.8 1.00 7.8 
10月 2.210 8.5 3.706 10.7 1.83 9.0 1.895 7.5 10.1 1.22 8.9 
11月 2.564 10.8 3，979 11.4 1.55 8.8 2，431 9.6 2.288 10.0 0.94 9.5 
12月 2，366 9.9 3，263 9.4 1.38 9.2 3，761 14.8 2.072 9.1 0.55 10.9 
資料:公設庄内市場「市場年報」および全国生鮮食料品流通情報センター 「全国青果物流通統計年報」による.
注・参考は・ 2類市場における1989-90年平均の月別取扱数量構成比.
るのである.その結果， 1・2類市場平均の月別取扱数 ことにここでは注目しておきたい.そして，このような
量構成(最大月と最小月の格差1.72倍)との格差も，野 地場産青果物の生産 ・出荷状況に規定された月別取扱数
菜に比べてより際だったものとなっている.その要因は，
ひとつにはミカンの取扱数量の大幅な減少を反映して12
-2月の取扱数量が大幅に減少したことにあるが， 同時
に7・8月および10月の取扱数量が，果実取扱数量その
ものの滅少にもかかわらず増加していることによる.こ
の7・8月および10月の取扱数量の増加は、前者につい
量格差の存在は，公設庄内市場が地場産地における青果
物生産に大きな制約を受ける冬期間には県外産地に主と
して依存する消費地市場としての性格をもち，それ以外
の期間は地場産青果物を主体とする地場流通市場として
の性格をもっていることを意味するものである.
てはメロン，後者についてはカキが，それぞれ3.56倍 3.産地別集荷状況の推移
4.16倍と他の果実の減少を大きく上まわって増加したこ このような取扱数量の年次別 ・月別動向が，卸売業者
とによる.そして1990年には 7・8月の果実取扱数量の の産地別集荷状況とどのように関連しているかを、次に
57.3%をメロンが， 10月のそれの40.8%をカキが占めて +食言すしておこう.
おり， しかも庄内産のシェアがそれぞれ99.6%，99.3% まず野菜の集荷先地域別集荷数量の年次推移を示した
と著しく高くなっている. 表5によると 第1に東北 特にそのなかでも地場産地
全国的には月別取扱数量の平準化が進行しているなか である庄内地域が最大の集荷先とな っーていることが注目
にあって，公設庄内市場においては，野菜の場合は平準 される.庄内からの集荷数量は， 1982年1.49万tまで増
化の進行がみられはするものの依然、としてその格差は大 加し，近年減少傾向にあるが，占有率は概ね40%台を維
きく，果実の場合はむしろそれが拡大しているという特 持している.なお，庄内以外の東北の占有率は概ね10%
徴をもっている それは一面では市場の立地する庄内地 未満で推移している.第2に，東北に次ぐウエイトを占
域の自然的・社会経済的条件に規定されたものである める集荷先は関東(特に千葉，茨城，群馬)であり，東
が，同時に野菜ではダイコン，カブ，果実ではメロン， 北と関東で集荷数量の70-80%を一貫して占めている.
カキといった庄内産のシェアが著しく高い品目の取扱数 ただし，関東からの集荷数量も1984年をピークに減少傾
量が大きく増加したことがその重要な要因となっている 向にある.第3に，それ以外の産地では， 北海道，北陸
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表5 公設庄内市場における集荷先地域別集荷数量と構成比一野菜一
(単位 t，%) 
産地 1974年 1976年 1978年 1980年 1982年 1984年 1986年 1988年 1990年
北海道 765 1，558 1.428 1，645 1，529 2，008 2，267 2，364 2，524 
数
東 北 12，360 13，083 12，722 15.416 17，447 15，169 16.410 15.928 16，426 
庄内 10，776 11，224 10，926 13，195 14，933 13，234 14.377 13.561 13，254 
関 東 6，179 7，247 8，258 8，455 7，320 9，434 8.751 8.594 7.825 
北 陸 622 230 396 515 432 586 639 912 995 
東 山 115 105 232 345 329 890 987 667 806 
東 海 376 891 1.363 1.282 1，677 1.726 1，800 1，630 1.612 
近 畿 981 950 897 623 1，099 758 630 623 585 
中 国 O 6 13 2 5 13 17 17 l3 
豆回E 
四 国 860 1.456 1.464 1.425 1，706 1. 579 1.443 1.315 1.278 
九 州、| 644 585 745 
タト 国 32 36 28 
北海 道 3.3 6.0 5.2 
f審 東 北 53.9 50.0 46.2 
庄内 46.9 42.9 39.7 
関 東 26.9 27.7 30.0 
北 陸 2.7 0.9 1.4 
成
東 山 0.5 0.4 0.8 
東 海 1.6 3.4 4.9 
近 畿 4.3 3.6 3.3 
中 国 0.0 0.0 0.0 
上ヒ
四 国 3.7 5.6 5.3 
九 ナト| 2.8 2.2 2.7 
タ十 国 0.1 0.1 0.1 
資料:公設庄内市場「市場年報」による.
注:庄内は東北の内数である
(新潟)，九州 (福岡)からの集荷数量がほぼ一貫して増
加し，近畿 (大阪 ・兵庫)，四国 (高知)は1980年代に入っ
て，東山 (長野)，東海(静岡・愛知)は1980年代後半に
それぞれ減少傾向をみせている. 第4に，外国産は近年
増加しつつあるが，占有率はいまだ 1%未満にとどまっ
ている.
このように，野菜については東北(庄内)と関東を基
幹的な集荷先としているが， 北海道， 九州の伸びにみら
れるように集荷圏が全国規模で広域化しつつあるといえ
る15) そして， 1975年から90年にかけて集荷数量 1，000
t以上の集荷先都道府県が5から 7に，集荷数量500-
1，000 tのものが4から 8に増加している 16)ように，集
荷圏の広域化は主要集荷先の拡大をともなって進行して
いる.
399 629 797 1.012 1.312 1.486 
16 21 113 117 250 294 
5.5 4.7 6.1 6.7 7.0 7.4 
51.2 54.2 45.9 48.6 47.4 48.5 
43.8 46.4 40.0 42.6 40.3 39.1 
28.1 22.7 28.5 25.9 25.6 23.1 
1.7 1.3 1.8 1.9 2.7 2.9 
1.1 1.0 2.7 2.0 2.0 2.4 
4.3 5.2 5.2 5.3 4.8 4.8 
2.1 3.4 2.3 1.9 1.9 1.7 
0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 
4.7 5.3 4.8 4.3 3.9 3.8 
1.3 2.0 2.4 3.0 3.9 4.4 
0.1 0.1 0.3 0.3 0.7 0.9 
ここで，以上のような野菜集荷圏の広域化と前述の月
別取扱数量構成の平準化の関連について，地域別集荷数
量の推移を時期別に示した表6によ ってみておくと，東
北，特に庄内からの集荷数量が少ない 1-4月は関東以
西の産地からの集荷が基本となっている.そのなかでも
特に東海 ・近畿および九州からの集荷数量の増加が著し
く，シェアも高まっていることが注目できる.他方 5
-12月にかけては東北，特に庄内からの集荷数量が増加
しており シェアも高いことが特徴である.要するに，集
荷圏の広域化にともなって冬期間の西日本からの集荷が
増加しており，その結果が野菜にみられた月別取扱数量
構成の標準化として親れているのである.
同様に表7によ って果実の集荷先地域別集荷数量の動
向をみると，第 1に，東北からの集荷数量がほぼ一貫し
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表6 公設庄内市場における時期別・地域別集荷数量の推移
(単位 t，%) 
1 - 4月計 5 - 8月計 9 - 12月計
産 地 1974-75 1989-90 1974-75 1989-90 1974-75 1989-90 
年平均 年平均 年平均 年平均 年平均 年平均
北海 道 406 902 79 194 469 1，262 
東 j七 1，548 1.930 5，238 6.408 5.694 8，317 
庄 内 1.279 1，517 4.676 5.218 4.892 6，943 
数量
関 東 3，173 3.695 2，076 2.362 2.194 2，613 
北陸・ 東山 199 119 270 917 61 628 
東海 ・近畿 361 1.442 896 634 337 273 
中国・四国 503 584 239 438 233 323 
九 汁| 333 825 264 435 31 191 
北海 道 6.2 9.4 0.9 1.7 5.2 9.2 
東 北 23.7 20.1 57.7 56.1 63.1 60.6 
庄 内 19.6 15.8 51.5 45.7 54.2 50.6 
構成比
関 東 48.5 38.4 22.9 20.7 24.3 19.0 
北陸・ 東山 3.0 1.2 3.0 8.0 0.7 4.6 
東海 ・近畿 5.5 15.0 9.9 5.5 3.7 2.0 
中国・四国 7.7 6.1 2.6 3.8 2.6 2.4 
九 什| 5.1 8.6 2.9 3.8 0.3 1.4 
資料:表5に同じ
注 1)外国を表示していないため，合計は100にならない.
2)庄内は東北の内数である.
て増加し， 1990年には約50%を占めるにいたっている 中にあって庄内地域のウエイトが，野菜では低下しつつ
そして東北の中では庄内の伸びが著しく，それ以外の地 も約40%を占め，特に地場野菜の出荷時期には50%を上
域からの集荷数量はほぼ3，000t前後で推移している. まわっており，果実では一貫して上昇しているという特
第2に，ミカンの取扱数量の大幅な減少を反映して，西 徴をも っている.公設庄内市場の地場流通市場としての
日本からの集荷数量については，近畿，四国は1970年代 機能に着目する所以である.
半ば以降，東海，九州は1980年代に入って減少している.
第3に，外国産は1970年代後半に減少し，その後増加に 4.品目別取扱状況の特徴
転じたものの1980年代後半には停滞しており， 占有率は 公設庄内市場における青果物の品目別取扱状況は，こ
15-17%で推移している. れまでにみてきたように野菜ではダイコン，カブ，ニン
このように，果実の場合は野菜とは異なりむしろ東北， ジン，キャベツ，パレイショ，レタスなどが増加しそ
それも庄内への集荷先の集中がみられるのである.そし れが野菜総取扱数量の増加につながってきたのに対し
て， 1975年から90年にかけて集荷数量1，000t以上の都 て，果実ではミカン，スイカ，バナナなどの大量取扱品
道府県が6から 4に，集荷数量500-1，OOOtのものが3 目が減少し，そのことから果実総取扱数量が減少するな
から 2に減少している 17)ように，主要集荷先も減少し かで，メロン，カキが大幅に増加しているという特徴を
ている. もっている.
公設庄内市場の産地別集荷状況は，野菜では東北と関 そこで，現在における品目別取扱状況の特徴をみるた
東を基幹的な集荷先としながら集荷函の全図的広域化と めに，表8に主要品目の取扱数量構成比と特化係数を示
主要集荷先の拡大が進み、果実では集荷先の東北への集 した.この表8によると，公設庄内市場には特化係数が
中と主要集荷先の減少が進んでいる.そのような状況の 2を超えて著しく高い品目が多数存在する.それは，野
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菜のカブ，タケノコ，ウド，エダマメ，ナメコ，果実の して現実には，後述するようにアンデスメロンやカキな
西洋ナシ，カキ(渋ガキ)，オウトウ，プリンスメロン， どは仲卸業者によって他卸売市場への出荷(転送)が行
アンデスメロンなどである.特に野菜のタケノコ，果実 われていることが公設庄内市場の大きな特徴であり，そ
の西洋ナシ，渋ガキ，アンデスメロンの特化係数の高さ のことがこれらの品目の特化係数の著しい高さの主要な
が際だ、っている.そして，これらの品目のうち，タケノ 要因となっている.本稿において， 産地市場としての機
コ，西洋ナシ，オウトウ 18)以外の品目は，いずれも庄 能に着目する所以である.
内産の占有率が70%を超えている品目である.こうして， こうした特化係数の著しく高い品目が存在する反面
地場産のシェアの高さを背景に特化係数の著しく高い品 で，特化係数の著しく低い品目もみられ，公設庄内市場
目が存在することが，公設庄内市場の大きな特徴である. の品目別取扱数量構成には全国卸売市場平均と比べてア
ところで，これらの品目は，タケノコのように地域内の ンバランスがみられる.この特化係数の低い品目は野菜
需要が全国水準を大きく上まわって多い品目でなけれ のゴボウ，ハクサイ，レタス，パレイショ，タマネギ，
ば，地域内消費を前提とする限り荷が過剰状態をきたす 果実のカンキツ類，リンゴ，ブドウ，イチゴ，スイカな
ことになり，それを回避するためには地域外への移出(他 どである.これらの品目の多くは庄内産の占有率が20%
卸売市場への転送)を行わざるをえないことになる。そ 以下であり，しかも大規模産地への生産の集中度が高い
表7 公設庄内市場における集荷先地域別集荷数量と構成比一果実ー
(単位 t，%) 
産 地 1974年 1976年 1978年 1980年 1982年 1984年 1986年 1988年 1990年
北海道 108 52 158 136 90 99 57 69 
数
東 北 8，678 8，939 8，811 9.177 9.770 10 ，188 10.743 11.656 11，397 
庄内 5.645 6.418 6，190 6，327 6.842 7.217 7.874 7，980 8.037 
関 東 1.209 1.421 1.725 1.595 2，008 1.522 1.374 1，501 1.004 
北 陸 518 213 338 207 237 328 300 300 328 
東 山 303 368 450 367 464 485 554 550 396 
東 海 1，080 1.025 1.275 1，210 951 719 599 746 574 
近 畿 3，840 3，251 2，246 2.355 2.271 1.729 1.650 1，774 1.527 
中 国 73 144 270 184 78 57 50 123 84 
FE雪i 四 国 3，701 2，964 2.211 1，977 1，739 1.470 1.527 1.659 1，618 
九 JH 1，349 2，405 3.113 2.923 2.833 2，968 2.210 1，803 1.594 
タト 国 4.303 4.093 4，199 3，139 3.664 3.300 3，811 4.101 3，820 
北海道 0.4 0.2 0.6 0.6 0.4 0.4 0.2 0.3 0.2 
東 北 34.5 35.9 35.5 39.4 40.5 44.6 47.0 48.0 50.9 
十蕎 庄内 22.4 25.8 25.0 27.2 28.4 31.6 34.4 32.9 35.9 
関 東 4.8 5.7 7.0 6.9 8.3 6.7 6.0 6.2 4.5 
1ヒ 陸 2.1 0.9 1.4 0.9 1.0 1.4 1.3 1.2 1.5 
東 山 1.2 1.5 1.8 1.6 1.9 2.1 2.4 2.3 1.8 
成 東 海 4.3 4.1 5.1 5.2 3.9 3.1 2.6 3.1 2.6 
近 畿 15.3 13.1 9.1 10.1 9.4 7.6 7.2 7.3 6.8 
中 国 0.3 0.6 1.1 0.8 0.3 0.2 0.2 0.5 0.4 
四 国 14.7 11. 9 8.9 8.5 7.2 6.4 6.7 6.8 7.2 
よヒ 九 ナ1'1 5.4 9.7 12.6 12.6 11.8 13.0 9.7 7.4 7.1 
外 国 17.1 16.5 16.9 13.5 15.2 14.4 16.7 16.9 17.1 
資料:表5に同じ
注:庄内は東北の内数である.
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品目である. したがって，このような品目の存在は，公 ることができる. 同時にそれは公設庄内市場における品
設庄内市場の立地条件および市場規模に制約された卸売 揃え機能の限界をも示している.
業者の大規模産地からの集荷力の限界を現 しているとみ
表8 公設庄内市場における主要青果物の取扱数量構成比と特化係数(1989-1990年平均)
(単位:%) 
野 菜 果 実
取扱数量 特 イヒ (参考) 取扱数量 特 化 (参考)
日 目 庄内産 cl 目 庄内産日日 ロ口
構成比 係 数 占有率 構成比 係 数 占有率
ダ イ コ ン 12.7 1.34 72.8 カンキツ類 21.5 0.69 0.0 
カ ブ 3.5 3.24 73.4 、 カ ン 14.9 0.71 
一 ン ン ン 4.6 0.84 2.6 イ ヨ カ ン 2.6 0.69 
ゴ ボ ウ 1.0 0.62 50.3 ン ゴ 9.3 0.79 5.3 
タ ケ ノ コ 2.7* 6.30 11.2 ツ ガ lレ 1.3 0.69 4.4 
ノ、 ク サ イ 6.1 0.73 12.3 フ 二/ 4.9 0.84 2.0 
キ ヤ ~ ツ 10.6 0.90 17.9 ナ ン 5.5 1.16 67.9 
ホウレンソウ 2.8 1.39 46.4 幸 水 1.3 0.97 76.2 
ヰ、 ギ 3.4 1.23 61.4 西洋ナ ユ/ 1.3* 9.88 43.0 
ウ ド 0.4本 3.88 72.1 カ キ 8.7 2.86 99.0 
アスノTラガス 0.4* 1.93 32.7 渋 ガ キ 8.6 6.79 100.0 
カリフラワー 0.7* 1.77 40.9 モ モ 2.5 1.32 15.2 
レ タ ス 3.2 0.71 6.9 オ ウ ト ウ 0.6* 4.94 1.9 
キ 二L ウ 6.3 1.01 59.0 ブ、 ド ウ 1.9 0.68 41.6 
カ ボ チ ヤ 1.9 0.82 29.6 イ チ コ 2.4 0.79 40.2 
ナ ス 5.7 1. 91 38.3 果 瓜 類 27.5 1. 56 82.1 
ト 勺' ト 4.0 0.85 36.1 フ。リンスメロン 2.9* 3.75 75.9 
ビ .マ ン 1.2 0.91 19.4 アンデスメロン 15.2 8.84 95.5 
ヨ二 ダ マ メ 0.9* 2.76 92.6 ス イ カ 6.8 0.66 19.4 
カ ン ン ヨ 1.9 0.81 6.4 輪 入 果 実 17.6 0.83 
ノf レイショ 3.8 0.51 10.3 J~' ナ ナ 10.3 0.87 
ヤマノイモ 1.3* 1.41 66.1 ノTインアップル 2.2 1.28 
国産タマネギ 7.0 0.74 0.7 グレープフルーツ 2.4 0.87 
ナ メ コ 0.4 * 2.45 95.2 
資料 .農林水産省「青果物卸売市場調査報告J，同「山形県の青果物流統計」および公設庄内市場「市場年報」による.
注:1) 特化係数=公設庄内市場における品目別取扱数量構成比÷全国卸売市場流通量における品目別取扱薮量構成
比.
2) 取扱数量構成比 1%以上の品目およびそれ以外の品目で特化係数1.50以上の品目について表示した.
3) *は， 全国卸売市場流通量における構成比が1%未満の品目.
4) 庄内産占有率は「市場年報」によって算出した.その際に r青果物卸売市場調査報告」の品目区分に見合
うように，下記のとおり「市場年報」の品目区分を統合した.
カフゃ:カブ'+アカカ 7'
タケノコ:モウソウダケ+その他タケノコ
ネギ:ネギ十青ネギ
ナス:ナス十長ナス+長小ナス十小ナス+その他のナス
トマト:トマト+小玉トマト
西洋ナシ :パートレァト+ラフランス+千両ナシ
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E 卸売業者の集荷構造の特徴 補完するという集荷対応をとっていることになる.他方，
県外からの集荷については， 49%を占める商人・商社を
1.集荷先・集荷方法別集荷状況 基幹的な集荷相手とし，それぞれ31%，20%を占める農
(1)集荷先相手別集荷状況 協系統からの集荷と転送集荷によってそれを補完してい
公設庄内市場においては，市場の立地条件および卸売 る.したがって，全体としては県外の商人・商社，県内
業者の規模に制約され，大規模産地からの直接集荷に限 の個人生産者，県外の農協系統を基幹的な集荷相手とし，
界があり，そのことが地場産のシェアの高さと大規模産 それを県内の任意組合，県内の農協系統，県外の卸売市
地への生産の集中度の高い品目の特化係数の低さに結び 場からの転荷集荷によって補完しているというのが，現
ついているとみることができる.そこで この点につい 在の卸売業者の集荷対応ということになる.
て1990年度における卸売業者の集荷先相手別の集荷状況 なお，集荷先相手として重要な位置を占めている県外
を示した表9によって検討しておこう. 商人・商社は，おおまかにいって産地の集出荷業者，消
青果物全体については，商人・商社28%，個人生産者 費地問屋，輸入青果物問屋の 3様の性格のものからなっ
28%，農協系統24%の3者を基幹的な集荷相手とし，そ ている.そのなかで消費地問屋からの集荷には，後述す
れを転送11%，任意組合7%によって補完しているとい るように実質的な転送集荷が含まれており，卸売業者に
う集荷構造がみられる.そして，このような構造は野菜， よる産地からの直接集荷の限界を反映するものといえ
果実にほぼ共通している.次に，集荷先相手を県内，県 る.
外別にみると，県内からの集荷については個人生産者が とろこで，このような公設庄内市場の卸売業者の集荷
65%を占め，それに任意組合16%を加えると，この両者 状況を全園地方卸売市場のそれと比較してみると，公設
で県内からの集荷の80%以上を占めている。つまり、県 庄内市場の場合は、個人生産者および商人・商社のウエ
内産青果物の集荷については個人生産者からの集荷を基 イトが高く，逆に農協系統および転送のウエイトが低い
幹とし、それを任意組合、農協系統からの集荷によって ことが特徴となっている.これは公設庄内市場の県内個
表9 公設庄内市場における集荷先別集荷金額(1990年度)
(単位:百万円， %) 
{囲 人 商 人 協同組合 唱え 送
計区 分 任意組合 および その他
生産者 商 社 連合会 中央市場 中央以外
野菜計 2.213 2，013 483 1.757 437 454 346 7.703 
県 内 2.213 10 483 393 6 337 3，442 
立介乙、¥ 県 外 2.003 1.364 431 454 9 4.261 
果実計 1.497 1.754 421 1.397 293 345 5，707 
県 内 1.497 421 371 7 2.296 
県 外 1，754 1.026 286 345 3.411 
額 青果物計 3，710 3.767 904 3.154 730 799 346 13.410 
県 内 3.710 10 904 764 13 337 5.738 
県 タキ 3.757 2.390 717 799 9 7，6721 
構 青果物計 27.7 28.1 6.7 23.5 5.4 6.0 2.6 42.8 
成 県 内 27.7 0.1 6.7 5.7 0.1 2.5 57.2 
よヒ 県 外 28.0 17.8 5.3 6.0 0.1 100.0 
参考(全国) 24.0 20.9 9.0 27.8 9.8 7.2 1.3 100.0 
資料.公設庄内市場管理事務所資料および農林水産省「地方卸売市場関係資料」による.
注:1) 構成比は総集荷金額を100とするもの.
2) 参考は， 1989年度の全国地方卸売市場の集荷先別集荷金額構成比である.
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人生産者，県外商人・商社からの集荷割合の高さ と県内 り，第 2に，県外産については，商人 ・商社からの90%，
農協系統からの集荷割合の低さ，特に果実のそれによっ 農協系統からの20%，中央卸売市場からの全量，地方卸
てもたらされたものである。前述のように果実では庄内 売市場からの45%が買付集荷となっている.したがって，
産のシェアが上昇しており，しかもその多くが個人生産 県外商人 ・商社からの寅付集荷および県外卸売市場から
者から集荷されていること，他方で県外大規模産地から の買付転送が買付集荷の大部分を占めていることにな
の農協系統共販による集荷力に限界があること 19) そ る。
のため県外産地からの集荷にあたっては商人 ・商社を利 買付集荷割合の急上昇の要因は、 1988年には26%にす
用せざるをえないこと，また県内の農協系統は県外市場 ぎなかった県外商人・商社からの貿付集荷割合が1990年
への出荷を主体としていること 大消費地の地方卸売市 には90%へと急上昇したことである。大規模産地からの
場と異なり県内に転送分荷力の強い巨大市場が存在しな 農協系統共販による集荷に限界がある公設庄内市場にお
いこと、などがこのような特徴をもたらした要因と考え いては、それを商人 ・商社からの集荷によって代替して
られる。 きたのであるが、その商人 ・商社からの集荷形態が委託
から買付に変化したことが買付集荷割合の急上昇をもた
(2) 買付集荷の増加 らしたのである22)
産地の大規模化と農協系統共販の大型化，そして出荷 この買付集荷の増加は， 1990年の委託販売手数料率が
先市場の絞り込みと物流の合理化のもとで，集荷力の弱 青果物平均で7.50%であるのに対して，買付販売利益率
体な小規模市場では大規模産地からの委託集荷が困難に が5.34%と低いことからわかるように，卸売業者の経営
なりつつあり，商人・商社や他卸売市場からの買付集荷 を圧迫する要因となっている23)
が増加していることが指摘されている.事実，地方卸売
市場の買付集荷割合は1980年の20% (野菜15%，果実 (3) 県外産地からの集荷対応
26%)から1989年には26% (野菜22%，果実32%)へと このような状況のもとで，卸売業者は県外産地からの
上昇しており， しかも中央卸売市場に比べて高い水準に 集荷のために次のよ うな対応をと っている.
ある20) 県外産地からの集荷にとって，産地経済連の指定をえ
このような傾向は公設庄内市場においても同様であ ることが集荷対応の基本におかれ，卸売業者はそのため
り， 買付集荷金額割合が1988年の18% (野菜13%，果実 の努力を続けてきた.その結果，市場開設当時に比べて
24%)から1990年には35% (野菜34%，果実36%)へと 指定をえている経済連数は増加し，そのことが遠隔産地
急速に上昇している21) この集荷方法(委託，買付) からの集荷の増加にも結びついてきた(特に野菜の場
について集荷先相手との関連をみておくと(表10)，第 合).しかし，卸売業者によれば，産地による出荷先市
1に，大部分を個人生産者，任意組合，農協系統から集 場の絞り込みが行われている現在の状況のもとでは，新
荷している県内産については全量が委託集荷となってお たに指定を獲得することは容易ではなく ，むしろ現在の
表10 公設庄内市場における委託集荷割合(1990年)
(単位 :%) 
区 分 青果物計 野 菜 果 実
青 果 物 計 64.9 65.7 64.0 
県 内 100.0 100.0 100.0 
県 外 35.5 39.0 31.1 
商人 ・ 商社 9.8 13.5 5.7 
協同組合 ・連合会 80.0 79.4 80.9 
転送(中央市場) 0.0 0.0 0.0 
転送(中央以外) 54.9 67.8 38.0 
資料:公設庄内市場管理事務所資料による.
注:金額割合である.
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指定を維持することさえ困難な状況になりつつあるとい
うことである.
したがって，却売業者としてもなんらかの対応をとら
ざるをえない.前述の県外商人 ・商社からの買付集荷や，
後述する転送集荷がその対応の現れであるが，ここで注
目したいのは卸売業者が県外産地にトラァクを配車する
ことによって，物流上の制約を回避しようとしているこ
とである.現在の産地経済連による出荷先市場の絞り込
みの要因の一つに， トラック運転手の不足，賃金上昇，
積載量規制の厳格化などによる物流コストの上昇のもと
で，それを回避するための多市場分散出荷方式から拠点
市場集中出荷方式への転換があり，産地からの出荷ロッ
トをさばききれない小規模な市場で、は産地から直接配送
を受けることが困難になってきている.そこに卸売市場
が産地へ配車し，複数産地からの荷を混載することに
よって荷引するという対応が生まれる背景がある.
公設庄内市場の場合，卸売業者2社および仲卸業者4
社の共同出資によって1990年に設立された庄内市場運送
(械に委託することによって，県外産地からの集荷を行っ
ている.その割合は，県外産地からの直送が約30%，市
場からの集荷が約70%ということであり，特に県外の基
幹的な集荷先である関東については約80%が市場からの
集荷であるという制.そして，両卸売業者が同一産地
から指定を受けている場合には2社分を混載するほか，
各社別々の複数産地からの荷を混載することもあり，こ
れらの産地からの集荷については事実上卸売業者2社の
共同集荷体制(ただし物流のみ)に移行しつつある.こ
の場合の運賃等の経費は基本的には産地負担となってい
るが，積載量が少なく単位数量当たりの運賃コストが規
定を上まわったと きは卸売業者が超過分を補填すること
もあるという.
こうして，県外産地からの集荷条件が厳しくなってき
ているなかで，卸売業者が産地の出荷業務を一部肩代わ
りする形での集荷対応を余儀なくされてきているのであ
る.このような対応は，集荷数量を安定的に確保するこ
とを目的とするものであるが，同時に卸売業者にとって
は集荷コストの上昇につながるという問題をもたらして
いる.
である品揃え機能を発揮しようとすれば，商人・商社か
ら買付集荷か他市場からの転送集荷に依存せざるをえな
い.このようなことから県外商人・商社からの集荷割合
が高いことはすでに述べたので，ここでは転送集荷の状
況について検討しておこう.
前掲表9に示したように，公設庄内市場の転送集荷割
合は11.4%であり， 全国地方卸売市場の17%に比べて低
く25) しかもそのほとんどが県外却売市場からの転送
集荷であった. しかし，転送集荷割合そのものは1988年
の8.9%から上昇していることから，近年，卸売業者が
集荷面で転送集荷への依存を強めつつあるとみられる.
そこで， 1990年の品目別の転送集荷の状況について，
山形県流通情報協会「山形県の青果物流通統計」によっ
てみておくと表11のようである26) ここでは転送依存
度上位15品目および主要取扱品目について表示したが，
前者のうち総取扱数量構成比が1%を超える主要取扱品
目は，野菜ではトマト，レタス，ネギの3品目，果実で
はモモ，イチゴの 2品目であり，転送依存度の高い品目
の大部分は少量取扱品目によって占められている.他方，
主要取扱品目の半数以上は転送依存度が5%未満であ
り，転送集荷は端境期や荷不足時の補完的な集荷という
性格が強い. しかし，主要取扱品目で転送依存度の高い
上記5品目やピーマン，ニンジン，キャベツ，スイカな
どは卸売業者の直接集荷力の限界を転送集荷によって
補っているものとみられる.
このように，公設庄内市場の転送集荷は，①少量取扱
品目の品揃え，②端境期や荷不足時の補完的集荷，③基
幹的取扱品目の集荷数量確保，という 3様の性格をもち
ながら，全体としては却売業者の集荷力の弱さを転送集
荷によって補っているものとみることができる.
ところで，表示はしていないが1990年の転送元都市は，
新潟市42%，東京都31%，仙台市16%，福島市10%など
であり 27) 全国最大の転送元都市である東京からの転
送のみに多くを依存しているのではなく，むしろ東北お
よび隣接する新潟の市場からの転送が多いことが注目さ
れる また，卸売業者からの聴取りによれば，そのほか
にも秋田市中央卸売市場，山形市中央卸売市場，長岡市
の地方卸売市場，群馬県内の地方卸売市場など多数の市
場から転送を受けている.そして，東北および新潟の卸
(4) 転送集荷の状況 売市場との聞では一方的に転送を受けるのみではなく，
県外産地からの直接集荷に対する制約条件が強まって 荷の過不足の調整や品揃えのため相互に転送による荷の
いるもとで，卸売市場の基本機能の一つであり，しかも やりとりがあるという.大都市卸売市場からの転送のみ
近年分荷先として重要性を増している量販庖の強い要求 に依存しているのではなく，地方都市卸売市場聞の転送
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ネットワークを利用した転送集荷によ って，荷の過不足
の調整や品揃えを行っていることが特徴である28)
なお，転送集荷にあたっては，高流については産地→
転送元市場卸売業者→岡市場仲卸業者→公設庄内市場卸
売業者というルー トをとるが，物流面では産地から卸売
業者が直接集荷するというケースがみられ，転送集荷に
おいて商物分離が進みつつある.これは，公設庄内市場
の卸売業者にとっては，産地からの指定をえるための集
表1 公設庄内市場における転送集荷状況(1990年)
野 菜 果
区 転送 転送 取扱量 転送CI 目 口口 目日日
集荷量 構成比 依存度 構成比 集荷量 構成比分
野 菜 l口込 計 1.807 100.0 5.5 100.0 果 実 iロb、 言十 995 100.0 
レ ン コ ン 15 0.8 62.5 0.1 富 有 5 0.5 
中元 カリフラワ ー 67 3.7 30.5 0.7 その f也甘カキ 6 0.6 
送 ソ フ マ メ 3 0.2 30.0 0.0 十 世 紀 30 3.0 
サ ト イ モ 62 3.4 27.8 0.7 モ モ 224 22.5 
依 フ 50 2.8 26.9 0.6 ピ ワ 2 0.2 一
存 、 ツ ノt 6 0.3 25.0 0.1 温室メロン 14 1.4 
度 未成熟トウモロコシ 77 4.3 24.3 0.9 巨 峰 19 1.9 
ト 可' ト 238 13.2 17.7 4.1 キウイフルーツ 34 3.4 
上 ブロッコリー 34 1.9 15.7 0.7 ネオマスカット 10 1.0 
位 実エンドウ 1 0.1 14.3 0.0 その他雑カン 23 2.3 
15 
ノT セ 3 0.2 13.6 0.1 イ チ ゴ 127 12.8 
レ タ ス 108 5.9 10.2 3.2 キャンベルアーリー 12 1.2 
D 
ロロ 不 ギ 118 6.5 10.0 3.6 その f也ナシ 44 4.4 
目 アスノfラガス 15 0.8 9.6 0.5 ク 8 0.8 
セ lレ 16 0.9 8.9 0.5 ネーブルオレンジ 2 0.2 
ダ イ コ ン 133 7.4 3.2 12.5 、 カ ン 91 9.1 
そ カ フ 47 2.6 3.9 3.6 甘ーナツカン 27 2.7 
一 ン 二/ ン 103 5.7 6.7 4.6 イ ヨ カ ン 33 3.3 
の ゴ ボ ウ 9 0.5 2.6 1.0 ノ、 ツ サ ク 3 0.3 
タ ケ ノ コ 2 0.1 0.2 2.8 フ ユ〆 23 2.3 
他
ノ、 ク サ イ 87 4.8 5.1 5.2 ツ ガ「 jレ 22 2.2 
キ ヤ " ツ 188 10.4 5.4 10.6 その他リンゴ 9 0.9 
主
ホウレンソウ 31 1.7 3.5 2.7 長 十 自日 l 0.1 
キュウリ 99 5.5 4.9 6.2 西 I羊 ナ ン 4 0.4 
カ ボ チ ヤ 33 1.8 5.2 1.9 渋 方、 キ
要 ナ ス 55 3.0 2.8 6.0 プ リンスメロン 1 0.1 
ピ でず ン 34 1.9 9.1 1.1 アンデスメロン
D 
口日 カ ン 二/ ヨ 18 1.0 2.7 2.1 その他メロン 14 1.4 
;{レイショ 28 1.5 2.2 3.8 ス イ カ 135 13.6 
日 ヤマノイモ 5 0.3 1.1 1.4 
タ てr 不 ギ 46 2.5 1.9 7.2 
資料:r山形県の青果物流通統計」による.
注・ 1) その他主要品目は，取扱量構成比 1%以上の品目で転送依存度上位15品目に含まれない品目ー
2) 果実の取扱量構成比は，輸入果実を除いて算出した.
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(単位:t. %) 
実
転送 取扱量
依存度 構成比
4.5 100.0 
83.3 0.0 
50.0 0.1 
40.0 0.4 
39.4 3.1 
33.3 0.0 
31.1 0.2 
29.2 0.4 
28.1 0.7 
27.8 0.2 
25.0 0.5 
24.2 2.9 
21.8 0.3 
20.1 1.2 
13.1 0.3 
11.8 0.1 
2.7 18.2 
6.0 2.5 
5.1 3.5 
0.9 1.8 
2.0 6.1 
7.9 1.5 
4.0 1.2 
0.5 1.1 
1.3 1.6 
10.6 
0.2 3.1 
19.3 
3.4 2.3 
9.9 7.5 
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荷実績の積み上げという意味をもつが，同時に全国的に ェアともに増大させてきており，ともに集荷先として重
みれば大規模拠点市場への商流の集中化と商物分離が進 要な位置を占めている.また，地場産のシェアの高い品
む方向で， 青果物市場流通構造の再編が進みつつあるこ 自の多く は特化係数も高く ，公設庄内市場の品目別取扱
とを示している点に注意しておきたい. 状況を特徴づけている.
そこで，公設庄内市場の集荷構造における地場産青果
2.地場産地からの集荷対応 物の位置を、 庄内産青果物の月別市場占有率を示した表
(1)青果物集荷における地場産の位置 12によ ってみると，まず野菜については，第 1に，年間
すでに述べてきたように，公設庄内市場における地場 市場占有率が70%以上と高いダイコ ン，アカカブ，長小
産青果物は，野菜ではシェアを低下させつつも取扱数量 ナス， シイタケ，エダマメ，サヤイ ンゲンなどは庄内産
は基本的に維持しており，果実については取扱数量 ・シ の出荷最盛期にはほぼ全量を庄内産が占めている.たと
表12 公設庄内市場における庄内産主要青果物の集荷量構成比と月別市場占有率(1990年)
(単位:%) 
集荷量 庄 内 産 月 日リ 占 有 率
口口 日
構成比 年平均 l月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
野 菜 1口主、 計 100.0 39.1 23 23 15 11 35 45 50 43 45 63 53 40 
ダ イ コ ン 22.4 71.9 72 60 28 1 44 76 35 40 79 100 99 75 
キ ニ1 ウ 9.1 59.2 O 1 2 20 49 91 93 93 95 89 46 9 
不 ギ 5.5 62.3 38 23 16 32 46 75 67 77 79 88 88 66 
ア カ カ フ 5.2 89.2 100 100 100 100 100 100 18 95 95 93 
キ ヤ ベツ 4.8 18.4 7 9 5 1 38 51 18 5 5 27 33 26 
ト 守ア ト 3.5 39.9 O 1 O 1 1 58 89 49 27 14 6 3 
ホウレンソウ 3.4 50.8 9 15 20 43 97 46 62 46 62 46 74 99 
長 小ナス 2.5 99.3 31 99 99 99 100 100 100 
ナ ス 2.2 31.3 O O O O 1 5 52 70 70 39 4 1 
ン イ タ ケ 2.2 98.7 100 97 98 96 99 99 100 99 100 100 99 99 
ナガイ モ 2.2 60.6 78 82 75 47 24 6 1 3 19 43 82 82 
ノ、 ク サイ 2.0 15.7 6 12 4 O 14 54 3 O 10 28 16 18 
エ ダ マ メ 2.0 92.0 O O l 47 96 98 98 100 
カ ブ 1.5 47.9 57 60 18 5 59 62 17 8 85 85 76 63 
サヤインゲン 1.2 84.2 O O O 3 63 96 88 56 82 99 91 29 
その他野菜 30.2 25.7 17 17 15 12 29 27 37 28 28 28 38 33 
果 実 正口為 計 100.0 35.9 O O O 3 10 22 70 61 51 54 47 4 
アンデスメロン 42.4 96.3 O O 。O 67 100 99 100 100 100 O 
平 核 鑑 24.1 100.0 100 100 O O 100 100 100 100 100 
フ。リンスメロ ン 5.4 76.2 O O O O O 81 100 100 O 
幸 水 3.4 78.6 O 。64 95 O 
イ チ コー 2.7 40.8 l O O 34 96 100 8 O O 98 88 13 
ス イ カ 2.4 15.6 O O O O O O 30 13 1 O O O 
長 十 ~ß 2.3 92.0 3 94 100 100 
ノfートレット 1.6 76.3 100 91 86 19 100 50 
豊 水 1.2 95.2 96 96 O 
アールスメロン 1.0 65.8 O O O O O O 3-:3 93 100 98 16 1 
その他果実 14.8 8.7 O O O O O 2 22 36 22 17 4 1 
資料:表5に同じ
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えばダイコンは，年間集荷数量の53%を占める10・11月
に，サヤインゲンは同じく 55%を占める 6・10月に，そ
れぞれ90%以上のシェアをもっており，その他の品目は
庄内産の出荷期間はほぼ全てにわたって高いシェアを
もっている.すなわち，これらの品目については，庄内
産を基軸とした集荷構造が形成されているということが
できる.第2に，年間占有率が30-70%と中位のキュウ
リ， ネギ， トマ ト，ホウレンソウ，ナス，ナガイモ，カ
ブについても，庄内産の出荷時期には高いシェアを示し
てし4る.たとえば冬期間は県外からの集荷に依存してい
る果菜類についても，庄内地域に指定産地のあるキュウ
リは 6-10月に80%以上のシェアをもっており， トマト
については 7月に80%以上，ナスも 8・9月に約70%の
シェアをもっている.これらの品目の場合は，庄内地域
が基幹的な集荷先のひとつを構成しているのである.第
3に、年間占有率が20%未満と低いキャベツ，ハクサイ
についても，前者は 5・6月と10月一12月に，後者は6・
10月に，それぞれ基幹的な集荷先のひとつとなっており，
年間をとおしてみれば，基幹的な産地からの集荷を補完
する位置にある.
果実についても，庄内産全体として 7-11月のシェア
が高く，特にアンデスメロン，平核無，長十郎，豊水な
どはほぼ全量を庄内産が占めており，集荷構造の基軸と
なっているほか，その他の主要品目についても庄内産の
出荷時期にぱ高いシェアを占めており，基幹的集荷先あ
るいは補完的な集荷先としての役割を果たしている.表
示した品目のなかでは占有率の低いイチゴとスイカにつ
いても，前者は庄内産の集荷数量の56%を占める 5月に
は96%を，後者は74%を占める 7月に30%のシェアを占
めている.
このような位置にある県内産青果物(そのうち野菜
93%，果実84%が庄内産 ;1990年)の集荷にあたっては，
前述のように個人生産者を基幹的な集荷相手とし，任意
組合および農協系統からの集荷によってそれを補完して
おり，集荷方法は全量が委託集荷であるという特徴を
もっている.
この点について， 1990年度における卸売業者A社の庄
内産青果物集荷数量に占める庄内経済連からの集荷数量
の割合を示した表13によると，庄内経済連からの集荷割
合が50%を超えている品目は表出の26品目中わずか4品
目であり，果実において集荷割合が高いという傾向があ
るものの，庄内産集荷数量の多いダイコン，アンデスメ
ロン，平核無などの庄内経済連からの集荷割合は20%未
満である.そして，庄内経済連からの集荷数量の品目別
構成比をみると，キュウリ，アンデスメロン，平核無の
3品目で38%を占めている.このように，庄内経済連か
らの集荷は果実を中心とした少数品目に偏っており， し
かも集荷割合の低い品目が多いという特徴をもってい
る. したがって， A社においては庄内産青果物の多くを
庄内経済連以外から集荷していることになる.このよう
な状況は，庄内地域における青果物産地形成の状況を反
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表13 卸売業者A社における庄内経済連か
らの品目別集荷割合および構成比
(1拘0年度)
(単位 :%) 
集荷 品目別
D 目日ロ 割合 構成比
ダイ コ ン 0.1 0.1 
カ プ 0.3 0.0 
赤 カ フ。 0.0 0.0 
タ ケ ノ コ 87.0 2.8 
ノ、 ク サイ 0.3 0.0 
キ ヤ ベツ 12.6 2.6 
ホウレンソウ 12.2 2.3 
不 ギ 13.3 3.5 
キ 二L ウ 42.2 18.5 
ナ ス 0.1 0.0 
長小ナス 39.4 4.8 
ト マ ト 18.1 4.2 
サヤインゲン 4.5 0.3 
エダマメ 56.9 5.8 
ナガイ モ 4.9 0.5 
ン イ タ ケ 15.6 1.8 
幸 水 67.4 5.1 
長 十 自日 31.3 1.4 
豊 水 72.3 2.0 
ノfートレァト 20.9 0.7 
平 核 鉦 12.9 7.3 
イ チ ゴ 41.3 2.3 
アンデスメロン 14.2 12.6 
プリンスメ ロン
アールスメロン 74.2 0.8 
ス イ カ
資料 :A社業務資料による.
注:1) 集荷割合は庄内産集荷数量に占め
る庄内経済連からの集荷割合.
2) 品目別構成比は，庄内経済連から
の総集荷数量を100とする品目別割合.
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映するものであるとともに，農協系統が主として県外市 A社と異なるのは個々の生産者を直接組織していること
場(特に東京市場)に向けた出荷対応をとっていること である.そしてB社の場合も，旧市場の卸売業者がそれ
に起因している. ぞれ組織していた生産者を母体にして B社発足後庄内
こうして，公設庄内市場における庄内産青巣物の集荷 地域を精力的に巡回し生産者の拡大に努めたということ
にあたっては，庄内経済連および農協系統からの集荷は である。現在の会員は約800名であり，各集落毎に代議
少数品目に偏り、しかもその集荷割合が概して低いとい 員と幹事をおき，幹事をとおして会費(年間800円)の
う状況にある.このような農協系統からの集荷割合の低 徴収および、情報伝達を行っている.同好会の目的 ・事業
さ(いいかえれば県外市場向出街を主体としている農協 についてはA社とほぼ同様である.なお，運営費として
系統の地場市場向け出荷機能の不十分さ)に対して，卸 は会費のほかB社が年間50万円の助成金と，年 1回行う
売業者は個人生産者および任意組合を組織し活発な地 先進地視察の研修旅行の費用を負担している.生産者か
場産青果物集荷対応を行っているのである. らの集荷は，県規格による個選による個人持ち込みが主
体であり，出荷奨励金の交付は任意組合として加入して
(2) 個人生産者および任意組合からの集荷対応 いる一部の生産者を除いて行っていない.
却売業者の地場産青果物集荷の基本的な形態が，個人 このように A社と B社では生産者の組織の方法(任
生産者からの直接集荷および任意組合からの集荷である 意組合か生産者個々か)や出荷奨励金交付の有無などに
ことは前述のとおりである.その際に，卸売業者2社が 違いはあれ，両社ともに生産者の組織化による地場産青
それぞれ組織した生産者および任意組合が重要な集荷基 果物集荷基盤の確保に努めている 両社が組織している
盤となっていることが大きな特徴である. 生産者の現在の地域的分布は表14に示したとおりであ
A社の場合は，公設庄内市場開設にともない統合され り，卸売業者発足の経緯を反映してA社が鶴岡市を中心
た旧卸売業者がつくっていた組織を引き継ぎ生産者A社 とする地域に B社が酒田市を中心とする地域に，それ
会を発足させ，庄内地域において生産者の組織化をは ぞれ主要な集荷基盤をおいているが，両社を合わせると
かつてきたが， 1988年からはその生産者を集落単位の任 ほぽ庄内地減一円で濃密に生産者を組織していることが
意組合に再組織している.現在の任意組合数は51，生産 注目できる.ちなみに， 1990年センサスによると庄内地
者数は799人である.任意組合の組織にあたっては，複 域の販売農家数は約18，500戸であり，両社はその8.5%
数(2人以上)の出荷者がいる集務には積極的に組織す を組織していることになる29) また，両社の生産者組
る方針をとっている.現在の会則によると，目的は生産 織に加入していない個人生産者も出荷しており A杜の
者と卸売業者A社が「常に緊密な連繋のもとに情報の交
換，生産数量の的確な実情を把握し，市場性のある生産 表14 卸売業者による生産者の組織状況
品の開発，又講習会，研修等を通じて生産技術の向上に (単位:組合，人)
努力し有利な販売と生産者相互の親睦を図る」ことにお
かれており，具体的な事業としては地区および品目別講
習会等の開催、先進地研修視察や講演会などの開催他と
なっている.また，卸売業者としては市場情報の提供，
資材の提供などの便宜を図るほか，出荷奨励金 (1000分
の3，さらに A社会出荷金額の1000分の1.7を組織運営
費と して支出)を交付して優遇するなど，生産者とのつ
ながりの強化に努めている.生産者は出荷にあたって，
任意組合の代表者が交代で市場に持ち込んでおり，一部
には専門の業者に委託するケースもある.また，量販庖
との契約によってコンテナで出荷している産地もみられ
る.選別は個選であるが，出荷規格は県の定めた規格に
合わせており， 出荷容器の統ーにも努力している.
B社も同様に生産者を B社同好会に組織しているが，
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A 社
市町村
任意組合数 生産者数
鶴岡市 18 332 
櫛引町 5 76 
藤島町 4 56 
三 川町 2 6 
余目町 1 8 
羽黒町 6 77 
朝日村 3 67 
酒田市 10 125 
遊佐町 3 51 
計 51 799 
資料:卸売業者からの聴取りによる.
注 :B社については概数である.
B 十士
生産者数
150 
100 
50 
400 
100 
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場合は地場産青果物集荷に占めるその割合が10-15%と
なっている.
ところで卸売業者による生産者の組織化とそれに基づ
く地場産青果物集荷は，農協系統共販に先行して進めら
れたことを特徴としている 庄内地域は，元来水稲単作
型の農業構造をもっ地域であり，農協の販売事業も米を
中心としていたため， 1975年における農協販売事業取扱
高に占める青果物の割合が5.9%にとどまっていたよう
に30) 青果物共販への取り組みは遅れていた.そのよ
うななかで，旧市場の却売業者による生産者の組織化を
基礎に両社が組織化を進めていったのである。そして、
両社は生産者の組織化とともに，産地の育成についても
農協系統に先駆けて取り組んできた(例えばアンデスメ
ロンの産地はB社の主導によって形成された).このよ
うな生産者の組織化と産地形成(地場産地開発)によっ
て，卸売業者は基幹的な集荷先である庄内地域からの安
定的な集荷基盤の確保に努めてきたことが，地場産青果
物集荷構造の大きな特徴である.
N 青果物分荷状況と分荷対応
1.卸売業者による分荷状況
(1) 卸売業者による販売先相手 ・販売方法
ここでは卸売業者による分荷状況を，まず販売相手
および販売方法から検討しておこう.
卸売業者の販売相手としては， 1980年代前半までは売
買参加者のみに対する販売であったが，仲卸制度が1985
年から試行され，1990年に正式に制度化されたことによ
り，現在6業者が営業しており，その結果，現在の販売
先相手は売買参加者と仲卸業者となっている.だだし，
後述するようにこの仲卸業者は，仲卸制度発足以前はい
ずれも売買参加者として卸売業者から買い受けていた者
である.
卸売業者から売買参加者および仲卸業者への販売割合
は表15に示したとおりであるが， 1990年には卸売業者販
売額の約60%を売買参加者が，約40%を仲卸業者が買い
受けており，仲卸業者の買い受け割合は上昇する傾向に
ある.
次に販売方法としては，セリ販売と相対販売とがある
が， 1989年の両者の割合は，セリ53%，相対47%となっ
ており，全園地方卸売市場平均と比べて相対販売の割合
が高くなっている31) そして，卸売業者からの聴取り
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によればセリ販売の割合は年々低下してきており，その
背景には貿付集荷割合の上昇と産地からの要望32)があ
るという.近年の青果物流通構造の変容のもとにおける
卸売業者の集荷力の限界の表面化が，買付集荷と相対販
売の増加という取引形態の変化となって現れてきている
表15 卸売業者の相手別販売金額割合(1990年度)
区分
仲卸 業者
売買参加者
資料:公設庄内市場管理事務所資料による.
朝日村
4 
図1 庄内地域における売買参加者の市町村
別分布(1990年)
資料:公設庄内市場「市場年報」による.
注: 同年の売買参加者総数は248人であり.
うち237人を庄内地域が占めている.な
お，庄内地域外では山形県内陸部3人，
秋田県南部8人である.
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のである したがって，仲卸制度の導入といってもその実態は，仲
そして，現在では規格の非均一な地場産青果物につい 卸類似業務を行っていた売買参加者を仲卸業者として公
ては基本的にセリ(その大部分は移動ゼリ)で販売され 認したという意味あいが強い.
ているが，県外産青果物については大部分が相対で販売 さて，仲卸業者の分荷方法であるが，場内庖舗での売
されている.また，販売相手との関連では，後述するよ 買参加者や売貿参加権をもたない買出人への販売(場内
うに仲卸業者は概ね80%を相対で仕入れており(後掲表 庖舗での直接販売)のほか，量販庖や小売業者・業務用
17参照).逆に売買参加者はセリで仕入れる割合が高い 需要者向けの場外搬出(配送による販売)や他の卸売市場
という 33) に対する転送分荷を行っている.その割合は表16に示し
このように集荷面での買付集荷割合の増加と，販売面 たとおりであり，場外搬出が72%と圧倒的に多く，次い
での仲卸業者のウエイトの高まりによって，販売方法で で転送が22%を占め，場内販売は6%にすぎない.この
は相対販売の割合が上昇していることが特徴である. ように，仲卸業者は分荷量の大部分を場外に搬出し，量
販庖などに分荷しているが，月別の分荷状況をみると 7・
(2) 売買参加者による分荷状況 8月および10・1月の転送分荷割合が高く，この4カ月で
公設庄内市場の売買参加者は.1990年において248名 年間転送金額の約60%を占めていることが注目される.
であるが，開設当初の1975年の337名から. 1980年には ここで，表17によって仲卸業者各社の概要をみておく
293名.1985年には266名と，この間に大幅に減少してき と，次のような特徴がみられる. 第1に，賞受金額が最
た.現在の売買参加者の地域分布は図 1に示したとおり 大のC社が24.4億，最小のH社が1.5億というように，
である 総数の96%にあたる237名を庄内地域の売買参 仲卸業者の規模には大きな格差がある36) 第2に，仕
加者が占めており，特に鶴岡市と酒田市の売買参加者が 入先はほとんどが卸売業者であるが，一部に直荷引がみ
70%にあたる162名を占めているように，鶴岡・酒田両 られる この直荷引の内容は，他市場の仲卸業者からの
市を中心とする庄内地域が売買参加者による基本的な分 買付や農協からの集荷であるが，その理由は量販庖など
荷圏となっている. との間での品揃えや値決めに卸売業者が応えられない場
この売買参加者は， 一般小売業者，量販庖，つけもの 合や，地場産青果物の補完的な品揃えのためということ
業者や飲食庖などの業務用需要者からなる.量販応やつ である.第3に，仕入方法は約80%が相対によっている.
けもの業者などの大口需要者は卸売業者からの買い受け この場合の相対販売は，前日夕方までに購入希望数量・
も行っているが，近年では基本的な仕入先を仲卸業者に 価格を卸売業者との聞で設定するものであり(一種の予
シフトしており，実際に売買参加者として卸売業者から 約取引にその品物はセリ開始以前に先取りされている.
買い受けているのは一般小売業者が中心である.そして 第4には，量販庖向け分荷およぴ車三送分荷が買受金額上
一般小売業者のうち常時入場者は約半分であり，年間買 位3社に集中していることである.量販庖向分荷はこの
い受け金額が1，000万円以上のものは40-50%であると 3杜に集中しており，転送分荷も各仲卸業者が行っては
いう34) いるが，その割合は買い受け金額上位3社において高く，
このように，卸売業者から売買参加者への分荷には， 主としてこの3社が転送分荷の担い手になっている 第
庄内地域の小規模・零細な一般小売業者を中心としてい 6に 1社を除いてパッケージ部門をもっていることで
るという特徴がある. ある.
以上のように、仲卸業者は主として卸売業者から相対
2.仲卸業者による分荷対応 販売によって仕入れ， 上位3社が主として量販庖向け分
(1)仲卸業者の概要と分荷状況 荷と転送分荷を行いその他の3社は場内庖舗での売買
次に，分荷量の40%を占める仲卸業者による分荷状況 参加者や買出人への販売，自庖舗も含めた小売業者や業
についてみておこう. 務用需要者への場外搬出を行っているという分荷形態を
公設庄内市場における仲卸制度は，前述のように1985 とっている.
年から試行されているが，現在の仲卸業者6社はそれ以
前から売買参加者として市場に入場しており，その営業 (2) 仲卸業者による量販庖への分荷対応
形態も仲卸制度発足以前と基本的に変化していない35) 表17から概算すると，仲卸業者は販売金額の約50%を
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表16 仲卸業者の販売方法別販売金額
(単位:百万円， %) 
仲卸業者
年度・月 買受額 転 送 場内販売 場外搬出 B/A C/A O/A 
(A) (B) (C) (0) 
1989年度計 4，992 1，414 262 3，316 28.3 5.3 66.4 
1990年度計 5，322 1，188 313 3，820 22.3 5.9 7l.8 
4 月 408 53 27 328 13.0 6.5 80.5 
5 月 436 43 33 360 9.9 7.6 82.5 
6 月 446 60 24 362 13.4 5.3 8l.3 
7 月 570 225 27 318 39.5 4.7 55.8 
8 月 523 186 30 307 35.5 5.7 58.8 
9 月 340 62 20 258 18.2 6.0 75.9 
10 月 460 122 21 316 26.6 4.7 68.8 
11 月 378 166 18 193 44.4 4.8 51.1 I 
12 月 425 77 23 325 18.2 5.4 76.5 
1 月 435 66 24 345 15.3 5.6 79.2 
2 月 414 73 25 316 17.6 6.1 76.3 
3 月 487 54 41 391 1l.1 8.5 80.4 
資料:公設庄内市場管理事務所資料による.
注 :1) 場内販売は，市場内仲卸業者庖舗における売買参加者および買出人の販売.
2) 場外搬出額=仲卸業者買受額一転送額場内販売額
3) 四捨五入しているので合計が一致しないことがある.
表17仲卸業者の概要
会社名 C 社(株) D 社(有) E 社(有) F社(有) G 社(株) H 社(株)
資本金 2，000万円 1，000万円 100万円 200万円 2，000万円 1，000万円
従業員数 40人 18人 10人 4人 8人 5人
買受金額 24.4億 14.0億 8.9億 5.9億 3.6億 l.5億
仕入先 卸 90% 在n100% 卸 90% 卸 95% 卸 100% 在n100% 
仕入方法 相対 80% 相対50-70% 相対80-90% 相対 75% 相対 80% 相対 80% 
量販庖 45% 量販庖 55% 量販庖 75% 場内 50% 場内 60% 転送 40%
販売先 ・ 転送 30% 転送 35% 転送 25% 自庖舗 40% 自庖舗 30% 業務用 30% 
販売方法 業務用 20% 場内 10% 転送 10% 転送 10% 場外 20%
場内 5% 場内 10%
パッケージ パッケージ ノfッケ ー ジ 青果小売 パ ッケー ジ 青果問屋
関連業務 青果小売 青果 小 売 青果小売
野菜一次加工
資料:公設庄内市場管理事務所資料および聴取り調査による.
注 1) 会社名の後の(株)は株式会社， (有)は有限会社.
2) 買受金額は公設庄内市場管理事務所資料による.その他は，聴取り調査による.
3) 販売先 ・販売方法の場内は市場内応舗での売買参加者・ 買出人への販売，場外は小売業者に対する
場外搬出， c社の業務用はつけもの加工用 H社の業務用は給食用(病院， 学校)• 
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量販庖に向けて販売していることになる。この量販庖へ
の販売状況について，納入先量販庖名および庖舗数を示
した表18によってみると，各社とも庄内地域を越えた範
囲の， しかも複数の量販庖の多数庖舗に納入しているこ
とがわかる.そして，ここに表示した以外にも取引先量
販庖の東京や仙台などの集配センターに季節商品(アン
デスメロンなど)を納入しているケースもある。また量
販庖への納入は行っていないが F社は自社の経営する
小売庖4庖舗に40%を納入しており G社は全国規模の
ボランタリーチェーンに加入して小売業を営むとともに
庄内地域でチェーン庖を組織し，このチェーンと納品契
約を結ぶことにより，庄内地域および新庄市を中心とす
る最上地域のチェーン庖には青果物全般を，その他の地
域のチェーン庖には季節商品を納品している.
量販庖納入の開始時期は， c社およびD社は1978年，
F社の場合は1980年であり，それぞれ1社への納入から
始まり，その後次第に納入先量販庖数および庖舗数が増
加してきている.そして，現時点では庄内地域の主な量
販庖は全てこれら 3社の納入先となっている.
量販!苫納入品の仕入については， c社の場合は10日一
1週間前に量販庖のバイヤ ，ー 卸売業者のセリ人 c社
の3者で品目・産地・数量・価格などについての大枠を
決定し，納入2目前に最終注文を出し，前日に仕入れて
パッケージし，当日に配送するという手順をとっている.
また，鮮度の要求される軟弱野菜などについては当日仕
入・当日配送を行っている.
そして，量販庖への納入に際して仲卸業者は，兼営す
るパッケージ部門でパッケージし，販売数量の87%を各
庖舗(県外の一部量販庖については集配センター)まで
配送している37) そのパッケージおよび配送の費用は
仲卸業者の負担となり，代金決済期間の長さ(平均23日)
38)ともあいまって，仲卸業者にと ってはサービス上や
むを得ないものであるが，経費の負担が大きいと意識さ
れている.
このように，仲卸業者は1980年前後から量販庖向け納
入を始め，現在では庄内地域を越える範囲の量販庖の多
数庖舗に対して，パッケージ・配送というサービスを付
加しながら分荷しているのである.
(3) 仲卸業者による転送分荷
すでにふれてきたように，仲卸業者は庄内地域に大規
模な産地が形成されている品目(メロン 739ha，カキ
1，320 ha，ダイコン 434haなど)を中心に県外卸売市場
に転送分荷している.
卸売業者取扱量のうち県外市場への転送分荷割合はア
ンデスメロン約70%，カキ約80%，ダイコン約50%とい
われている39) これらの品目の地場産シェアは，前掲
表10によれば1990年でアンデスメロ ン96%，カキ(平核
無) 100%，ダイコン72%であるから，これらの品目の
転送は産地市場的な転送ということができる.こうした
産地市場的な転送は，公設庄内市場の性格を開設以来特
徴づけてきたものである.
転送先市場は，京浜(東京，横浜，川崎，千葉など)
と東北(仙台，山形，福島，青森，盛岡，秋田など)を
中心としながらも，北海道や関西にまでおよぶ多数の市
場に及んでいる.転送分荷の基本的な形態は，転送先市
場の卸売業者に対する委託であるが，仲卸業者に転送分
荷する場合もあるという.
ところで，このような仲卸業者による産地市場的な転
送分荷が成り立つ一般的な条件は，公設庄内市場におけ
表18 仲卸業者の量販底等への納入状況
業者 王 な 納 入 先
C 十士 ジャスコ14庖舗(県内，宮城)，ウエルマート291苫舗(県内)，生協9庖鋪(鶴岡)
D 杜 ダイエーグループ24応舗(県内，宮城，秋田など)，主婦の広11庖舗(銭岡)， 
Aco-op20庖舗(庄内)
E 社 主婦の庖11庖舗(鶴岡)，卜一屋10応舗(酒田)，郷ノ目ス トア 6応鋪(新庄)，ヨー
クベニマル2庖舗(県内)，ヤマザワ l庖舗(櫛ヲJ)
G 社 ボランタリーチェーン:庄内20庖舗，最上3庖舗，山形20応舗(季節品)，関東
200-300庖舗(季節品)
資料:聴取り調査による.
注:G社の季節品とは，主としてアンデスメロンなど庄内地域特産青果物の贈答品向納入を指す.
なお，他の仲卸業者も，取引先量販応の系列県外庖舗に季節品の納入を行っている.
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表19 庄内産アンデスメ ロンの市場開価格差
(単位 :円， %) 
1988年 1989年 1990年 1991年
区 分
7 月 8 月 7 月 8 月 7 月 8 月 7 月 8 月
東京都中央却売市場 (A) 358 272 348 78 260 222 351 297 
公設庄内市場 (B) 304 214 271 229 194 278 251 225 
価 格 差 (A-B) 54 58 77 49 66 56 100 72 
(参考) 山牙5産シェア 26.1 79.7 34.2 74.8 38.1 74.3 45.2 73.4 
資料:公設庄内市場「市場年報J，東京青果物情報センター「東京都中央卸売市場青果物流通年報」による.
注・ 1) 東京都中央卸売市場は山形産の価格.公設庄内市場は庄内産の価格.
2) 参考は，東京都中央卸売市場における山形県産の市場占有率.
る仲卸業者の買受金額と転送先市場における卸売金額と V 公設庄内市場の機能と特質
の間に，転送コストを差しヲ|いて差益をえることができ
るだけの価格差が存在することにある.この点を、最大 1.公設庄内市場における集・分荷構造の特質と
の転送品目であるアンデスメロンについてみると，表19 その総括
に示したように公設庄内市場と東京都中央卸売市場の近 (1) 集荷構造とその特質
年の卸売価格には，概ね50-80円の範囲の価格差が存在 これまで，公設庄内市場における青果物の取扱状況，
している.転送に要するコストは転送先市場における委 卸売業者の集荷対応， 卸売業者および仲卸業者による分
託販売手数料 (7%)と運賃(庄内経済連による東京市 荷対応について考察してきた.ここでは，以上の考察の
場出荷の場合1990年までは 1kg当たり 11.3円， 1991年 小括をかねて，集・分荷構造とその特質についてこれま
以降15.5円)であるから，表示した期間において最大60 で明らかにしたことをまとめておこう.
円 (1991年7月)，最低18円 (1988年7月)，平均約40円 まず， 青果物取扱状況については次のような特質があ
程度の差益が仲卸業者に生じていることになる刊こ ることが明らかになった.
のように，市場開の価格差に起因する転送メリットの存 第 1に，取扱数量は野菜の増加と果実の減少という対
在を基礎にして，仲卸業者による転送分荷が成り立って 照的な動向をみせているが，供給圏内消費量との関係で
いる.しかし，これはあくまでも平均的にみた場合であ は公設庄内市場開設以来青果物全体として供給能力を向
り，委託転送であることから生じる転送先市場の価格変 上させてきたとみてよい.
動にともなうリスクは仲卸業者の負担となり，しかも物 第2に， 月別の取扱数量構成にも野菜の平準化と果実
流コス トの高まりによって転送コス トが上昇しているこ の格差拡大という対照的な傾向がみられたが・ 2類
とから，転送分荷は必ずしも安定したメリットをもたら 都市卸売市場平均との対比では野菜，果実ともに大きな
すものとはいえないようである. 格差が存在した.特に，地場産青果物の集荷が困難にな
ところで，このような産地市場的な転送分荷は，前掲 る冬期間の集荷数量の低位性は，卸売業者の集荷力の限
表16からもうかがえるように主要転送品目の取扱時期に 界の反映とみることができる
規定されて 7・8月(アンデスメロン)と10・11月 (カ 第3に，産地別集荷状況については，野菜，果実とも
キ・ダイコン)に集中的に行われているものとみられる に東北(庄内地域)を基幹的な集荷先とする集荷構造が
が，同時にウエイトは低いものの年聞をとおした転送分 形成されているが，ここでも野菜の集荷圏の拡大と果実
荷がみられる.このような年間をとおした転送分荷は、 の東北(庄内)への集中という対照的な動向がみられる.
青果物全般について県内の小規模 ・零細地方卸売市場や そして，特に野菜，果実ともに 6-12月の庄内地域から
その他の東北，北海道，新潟などの卸売市場に対して行 の集荷のウエイトの高さが特徴的であり，公設庄内市場
われているものである.そして このような転送分荷の はこの期間には地場流通市場としての性格をもっている
存在は，転送集荷について述べた地方都市制売市場相互 ことである.
聞の転送ネ ットワークの存在にもとづいたものである. 第4に，品目別取扱数量のアンバランスが顕著で、あり，
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特に地場産シェアの高低に規定されて， 一方で、は特化係
数が高い品目が存在する反面で，他方では，特化係数の
低い品目も存在するという特徴がみられた.そして公設
庄内市場は，前者の品目については産地市場的機能をは
たしており，後者の品目については品揃え機能の弱さを
もっているということが特徴である.
次に，集荷対応については，第1に，県内個人生産者，
県外商人 ・商社，県外農協系統を基幹的な集荷先として
いるが，全国地方卸売市場との対比では個人生産者およ
び商人・商社からの集荷割合の高さと農協系統からの集
荷割合の低さが特徴的であり，県外大規模産地からの直
接集荷力の弱さを現している.
第2に，そのために県外商人・商社からの買付集荷の
増加を主要な要因にして，買付集荷割合が近年急速に上
昇していることが特徴であり， それが卸売業者の経営を
圧迫する要因となっている.
第3に，県外産地からの直接集荷力の弱さを補うため
に，県外産地に市場から配車することによって集荷する
という対応、を行っており，産地の出荷機能の一部を肩代
わりして直接集荷の維持に努めざるをえなくなってい
る.
第4に，このような対応と同時に， ①少量取扱品目の
品揃え，②端境期や荷不足時の補完的集荷，①基幹的取
扱品目の集荷数量確保などを目的とする転送集荷を行っ
ており，その割合は上昇する傾向にある.また，荷物分
離型の転送集荷がみられるようになっている
第5に，集荷量の40%弱を占める地場産青果物の集荷
にあたっては，卸売業者が生産者の組織化を進めること
によって安定的な集荷基盤の確保に努めている.
以上で整理したように，公設庄内市場は消費地市場と
して供給圏内消費量に対する供給能力を向上させつつ
も，月別・品目別集荷数量のアンバランスさにみられる
ように，地場産青果物の端境期やそのシェアの低い品目
については卸売業者の集荷力にいまだ大きな制約があ
る.そのため，地場産青果物については組織化した個人
生産者からの集荷を基本と しつつ，県外からの集荷につ
いては商人・商社からの買付集荷に多くを依存しなが
ら，産地の出荷機能の一部を代替することにより集荷の
維持をはかり，また転送によってぞれを補完するという
対応をとっているのである.
(2) 分荷構造とその特質
次に，分荷面の特徴について整理しておくと，第 1に，
卸売業者は売買参加者に約60%.仲卸業者に約40%を分
荷しているが，近年には仲卸業者への分荷割合が高まっ
てきている.
第2に，買付集荷の増加を反映してセリ販売の割合が
低下してきており，特に県外産青果物の販売や仲卸業者
への販売は大部分が相対取引になっていることから， セ
リによ る価格発見機能が低下してきていることである.
第3に，売貨参加者の大部分は供給圏内の一般小売業
者であり，彼らは供給圏内の消費者に対して小荷口の分
荷を行っている
第4に.1[ll卸業者は買受額の約70%を量販店，業務用
需要者，小売庖に配送し，約20%を他市場に転送分荷し
ている.
第5に.1中卸業者のう ち販売金額上位3社が1980年前
後から量販庖への分荷に対応し，その後取引先が増加し
ていることから， 仲卸業者の分荷先として量販庖の占め
るウエイ トが高まってきていることである.
第6に， 量販店への分荷は供給圏内にとどまらず，そ
れを越えた地域の多数の庖舗に対して行われるように
なってきている.そして，量販庖に対して仲卸業者はパッ
ケージや配送といったサービスを提供している.
第7に， アンデスメ ロン，カキ，ダイコンなど庄内地
域に大規模な産地が形成されている品目については，仲
卸業者が県外の多数の卸売市場への転送分荷を行ってい
ることにより，公設庄内市場が一面では産地市場として
の機能を果たしていることである.
以上で整理したように，公設庄内市場の分荷構造には，
一般小売庖が多数を占める売買参加者に対する卸売業者
からの小荷口の直接分荷と，量販庖および県外卸売市場
に対する仲卸業者を経由した分荷という特徴がみられ
るそのなかで，量販庖への分荷のウエイトの高まりと，
その分荷圏が供給圏を越えて広域化しつつあることが注
目される.また，仲卸業者の転送分荷によって産地市場
としての機能を果たしていることも，公設庄内市場の見
逃せない特徴である.
(3) 集 ・分荷構造の総括と公設庄内市場の機能
以上みてきたような公設庄内市場の集・分荷構造を総
括し，図示したのが図 2である.ここでは，主要な集荷・
分荷の経路とその経由量を卸売業者取扱金額を 100とす
る割合で示しである.なお，この割合には r市場年報」
などの資料によるもののほか聴取りなどによって推計し
たものも含まれており，大まかな状況を示すものにとど
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(小売庖ほか)
62 
土
7c 業
費
図2 公設庄内市場の集分荷構造(1990年度)
注:卸売業者の取扱金額を100として表示.
として庄内地域の消費者に分荷していることになる.
このような集分荷構造から明らかになる公設庄内市場
の機能は，第 1に，県内 ・県外の産地から集荷し，供給
圏を越えた地域に分荷するという消費地市場，それも準
広域消費地市場としての機能であり，第2に，それと重
なりあうものではあるが，地場産地から集荷し供給圏内
の消費者に分荷するという地場流通市場の機能であり，
第3には，地場産地から集荷し県外却売市場に転送分荷
するという産地市場としての機能である.
そこで次に，項をあらためてこの3側面の機能とその
特質について総括しておこう.
2.公設圧内市場の機能と特質
(1) 準広域消費地市場としての展開とその制約条件の
形成
公設庄内市場においては，供給圏内消費量に対する供
給能力は開設以来徐々にではあるが向上する傾向にあ
り，特に野菜については集荷圏の拡大が進み，冬期間の
集荷力が向上してきた.また分荷面では，供給圏内への
分荷が主体であるが，そのなかで仲卸業者による量販庖
向け分荷が増加し， しかもその分荷圏が供給圏を越えた
範囲に拡大してきている.このようなことから，消費地
市場としての機能が一面では充実しつつあるものとみる
ことができる.そして，供給圏である庄内地域への分荷
を主体としうつも， 1[11卸業者の分荷対応にみられるよう
に，量販庖向分荷を中心に供給圏を越えた範囲へも直接
まっている. 分荷されていることから，このような消費地市場として
集荷面では，卸売業者は取扱金額の46%を県外産地か の機能拡充は，公設庄内市場が準広域消費地市場として
ら主として商人・商社と農協系統をとおして委託および の性格をもちつつあることの現れと考えられる.
買付によ って集荷し， 43%を県内産地の主として個人生 しかし，供給圏内人口が横ばいであることから， 供給
産者・任意組合から直接委託集荷し，残りの11%を他市 圏内への分荷を前提とする限り消費地市場としての規模
場から転送によって集荷している. は固定的であり，その壁を越えて準広域消費地市場とし
分荷面では，卸売業者取扱金額の60%は売買参加者(大 ての機能を強めていくためには，供給圏を越えた地域へ
部分は小売庖で、あるが量販庖や業務用需要者も含まれ の直接分荷，特に量販庖に対する分荷機能をいっそう強
る)に主と してセリで， 40%は仲卸業者に主として相対 めざるをえないことになる.この量販庖やそれに対する
によって販売されている.そして，仲卸業者は直荷引分 主要な分荷経路である仲卸業者の側からは，品揃え，価
3%をあわせて卸売業者集荷金額の43%を取り扱い，そ 格に対する要求が強まってきており，しかもこの点で卸
のうち 2%を場内庖舗で売買参加者に販売し， 17%を庄 売業者の集荷機能に対する不満が現れている.すなわち，
内地域を越えた範囲の量販庖の庖舗に配送するととも 卸売業者2社体制のもとでの個々の卸売業者の取扱規模
に， 4 %を業務用需要者に納入しており， 11%は小売業 からくる制約と，市場の立地条件による制約を受け，県
者及び自営庖舗に納入している.そして，残りの 9%に 外産地，特に青果物生産・出荷においてウエイトを高め
ついては県外卸売市場に転送分荷している.他方，売買 てきている大規模産地からの直接集荷には大きな制約を
参加者は仲卸業者からの買受分2%をあわせた62%を主 ともなっており，特に近年の青果物流通構造の変化のも
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とで，卸売業者の県外大規模産地からの直接集荷力の限
界が表面化しつつある 割合としては低いとはいえ仲卸
業者の一部に直荷引がみられることは，その具体的な現
れのひとつといえる.
このような状況のもとで，卸売業者は一方で、は商人 ・
商社からの買付集荷や県外市場からの転送集荷によって
集荷数量の確保と品揃えを図るとともに，他方では本来
的には産地物流機能に含まれる産地からの輸送機能を，
卸売業者から産地へのトラックの配車という形で肩代わ
りすることにより，直接集荷力の弱体性を補おうとして
いる.
こうして，準広域消費地市場としての機能を強めてき
た公設庄内市場であるが，そのような展開に対する制約
条件もまた強まってきているのが現段階の特徴である.
(2) 地場流通市場としての機能と特質
荷量に対する庄内経済連取扱数量の割合が68%と公設庄
内市場集荷数量の割合27%を大きく上まわっているが，
それは出荷量の85%を占めるメロンとカキの系統共販率
が高いことによるものであって，取扱 (集荷)品目数自
体は公設庄内市場が多く， しかもメロン，カキ以外の品
目についてはイチゴを除いて公設庄内市場集荷数量が庄
内経済連取扱数量を上まわっている.その意味で，大規
模産地が形成されており，主として大消費地向に出荷さ
れる品目を庄内経済連が主に取り扱い，公設庄内市場は
小規模 ・零細 ・散在的生産品目の出荷の受皿として機能
しているという構造が形成されている.
このような状況は，農協系統共販率が相対的に低く(庄
内地域の野菜 ・果実粗生産額に対する庄内経済連取扱金
額の割合は， 1990年度で55%)，しかも農協系統共販が
特定品目の県外市場向け出荷を主体としている42)こと
に起因している.そのため，公設庄内市場は農協系統共
以上のような消費地市場としての機能に包含され そ 販に対応しえない品目・生産者の出荷先として重要な位
れと重層的に機能しているものであるが，公設庄内市場 置を占めていることになる.そして，公設庄内市場は，
は地場流通市場としでの機能を果たしている つまり 主として個別・散在的な個人生産者およびその任意組合
集荷数量の約40%を地場産地から集荷しており，特に地 から，多品目・少量の地場産青果物を直接集荷し，売買
場産主要青果物の出荷時期には集荷数量の過半を地場産 参加者および仲卸業者の分荷機能によって主として庄内
地から集荷し，メロン，カキ，ダイコンなどの転送分荷 地域の消費者に対してそれを供給している.この意味で，
品目を除けばその大部分を供給圏内に分荷している. 公設庄内市場は庄内地域における青果物の地場流通の基
この地場産地からの集荷形態は，個人生産者からの集 幹的な担い手としての機能を果たしているのである.
荷を基幹とし，任意組合と農協系統からの集荷がそれを
補完するという構造をもっており， しかも卸売業者が生 (3) 産地市場としての機能と特質
産者を組織化することによって集荷基盤の維持・強化に すでに述べてきたように，公設庄内市場では地場産青
努めている点に特徴があった.そこで，庄内地域の生産 果物の主要品目であるダイコン，アンデスメロン，カキ
者にとって青果物の出荷先として公設庄内市場が占める などが，仲卸業者によって県外の多数の卸売市場に転送
位置について簡単に検討しておこう. 分荷されており 一面では産地市場としての機能を果た
この点について，庄内地域における主要青果物の出荷 している.そして，庄内経済連販売事業取扱数量に対す
量と，庄内経済連の販売事業取扱数量および公設庄内市 る公設庄内市場集荷数量は，ダイコン約 2倍，アンデス
場の庄内地域からの集荷数量を対比して表20に示した メロン35%，カキ30%となっているように，庄内地域産
41)野菜では，表出の24品目合計で庄内地域の出荷量 青果物の県外市場向出荷機能の一翼を担っているのであ
に対する庄内経済連取扱数量の割合が21%，公設庄内市 る.
場集荷数量の割合が39%と，公設庄内市場集荷数量が庄 このような産地市場としての機能は，第 1に，庄内地
内経済連取扱数量を大きく上まわっている.そして，品 域の農業が歴史的に水稲単作型の構造をもってきたた
目数についても庄内経済連の取扱品目は少数であり，そ め，農協販売事業も主として米の販売を中心に展開して
の取扱数量が公設庄内市場集荷数量を上まわっているの きたことから，青果物販売事業への取り組みが米に比べ
はわずかに 4品目にすぎない.このように，野菜につい てたちおくれており 歴史的にみて公設庄内市場および
ては農協系統に比べて公設庄内市場が地場生産者にとっ その前身の各市場がその代替機能を果たしてきたこと，
てより重要な出荷先となっているのである.また，果実 第2に，すでに述べたように卸売業者が生産者の組織化
について表出の10品目合計についてみると，庄内地域出 を積極的に進め，集荷基盤を確保してきたこと，特にア
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表20 庄内地域における青果物出荷量と圧内経済連および公設圧内市場取扱数量
(単位 t，%) 
庄内地域 経済連 庄内市場
口口 目 出荷量 取扱数量 B/A 取扱数量
(A) (B) (C) 
野 菜 言十 25.276 5.220 20.7 9，969 
ダイコン 8.870 1.532 17.3 2，965 
カ フ、 2.030 896 
ニ/ンン 404 129 3l. 9 38 
ゴ、 ボ ウ 476 100 2l.0 143 
サトイモ 140 72 
ヤマノイモ 1.050 125 11.9 286 
ハクサイ 622 268 
キャベツ 1.010 641 
ホウレンソウ 317 61 19.2 449 
ネ ギ 2.810 1，240 44.1 732 
タマネギ、 77 15 
ナ ス l.410 180 12.8 748 
ト てず ト 846 569 67.3 474 
キュウリ 2.300 681 29.6 1.208 
カボチャ 270 155 
ピーマン 152 22 14.5 61 
サヤエンドウ 180 55 30.6 61 
サヤインゲン 183 170 92.9 157 
エダマメ 1.030 170 16.6 260 
トウモロコシ 359 45 12.5 51 
レ タ ス 94 55 
カリフラワー 163 97 
フ、ロソコリー 243 66 27.2 88 
アスノfラガス 240 75 3l.3 49 
果 実 28.717 19.459 67.8 9，969 
ン コ、 363 94 
フ、 ド ウ 808 70 8.7 170 
ナ ン 1.053 541 5l.4 851 
モ モ 223 80 
オウトウ 14 3 
カ キ 10，200 7，536 73.9 1.945 
イ チ ゴ l.120 783 69.9 216 
ス イ カ 636 271 
メ ロ ン 14.300 10.529 73.6 4.232 
資料 r山形県農林水産統計年報J，r市場年報」および庄内経済連資料による
注:1) 出荷量は r山形県農林水産統計年報」による庄内地域の出荷量.
2) 経済連取扱数量は，庄内経済連の販売事業取扱数量
3) 庄内市場取扱数量は，公設庄内市場による庄内産青果物の集荷数量.
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C/A 
39.4 
33.4 
44.1 
9.4 
30.0 
5l.4 
27.2 
43.1 
63.5 
14l.6 
26.0 
19.4 
53.0 
56.0 
52.5 
57.4 
40.1 
33.9 
85.8 
25.2 
14.2 
58.5 
59.5 
36.2 
20.4 
27.4 
25.9 
2l.0 
80.8 
35.9 
"2l.4 
19.1 
19.3 
42.6 
29.6 
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ンデスメロンについては卸売業者 (B社)が産地形成を 必ずしも消費地市場としての機能強化の延長上に現れた
先導してきたこと，第3に，農協系統共販の出荷規格に ものではない.特にそれが卸売業者の県外産地からの直
適合しない品目についても公設庄内市場へは出荷可能な 接集荷力の強化に裏付けられたものではなく，むしろ近
こと43) 第4に，代金決済が直接出荷者個人に対して 年には，青果物流通諸条件の変化のもとで卸売業者の県
行われること，したがって高品質の青果物を出荷する生 外産地からの直接集荷力の限界が表面化してきているこ
産者には，その品質に対する評価が高単価として直接還 とに注意する必要がある.その具体的現れが，商人・商
元されること，第5に，農協系統共販に比べて代金決済 社からの買付集荷への依存度の高まり，集荷量確保と品
が早いこと，などの要因による. 揃えのための転送集荷への依存，卸売業者による産地物
公設庄内市場のこのような機能は， 一面では農協系統 流機能の一部肩代わりなどにみられる卸売業者の県外産
共販と競合し，車し際をともなうことになる44) しかし 地からの集荷対応や，仲卸業者による直荷引きである.
他面では，農協系統共販にはないメリソトを生産者に提 それでは，卸売業者の集荷力にいまだ弱体性を残して
供することにより，農協系統共販に対応しえない，ある いるなかでの消費地市場としての機能拡大，準広域消費
いは対応しない生産者を包含するとともに，農協系統に 地市場化について，どのように理解すればよいのであろ
出荷しえない規格・品質のものの受皿ともなっている. うか.そのひとつは，庄内地域においても全国的動向と
また農協系統の出荷先以外の市場への出荷もおこなって 同様にみられる青果物小売部門への量販庖の進出とシェ
いることから，全体としては産地の底ざさえ機能を果た アの拡大48)という青果物流通・消費構造の変化への対
しているといえよう， 応によるものと考えられるが，このような外在的要因と
しかし市場開の価格変動にともなうリスクを仲卸業 ともに公設庄内市場に内在する要因として次の点が考え
者が負担せざるをえないことや，転送分荷のためのコス られる.すなわち，人口の停滞に規定されて公設庄内市
トの上昇によって，仲卸業者にとって転送分荷は必ずし 場の供給圏である庄内地域の消費地としての規模が固定
も安定したメリァトをもたらすものではなく，分荷形態 的な状況のもとにあっては，供給圏内需要に対応するの
に占める転送のウエイトも低下する傾向にある.また， みでは，販売手数料に収入のj原泉を依存している卸売業
生産者も高齢化・労働力不足により収穫・出荷労働時間 者にとって収益の拡大に制約をともなうーそこで，手数
がより短時間ですむ農協系統出荷を志向する傾向にあり 料収入増加のための条件となる取扱数量増加のために
45) またアンデスメロンについては，産地の拡大と農 は，供給圏を越えた地域の需要に対応することが重要な
協系統の販売体制の充実にともなって農協系統共販量が 意味をもつことになる そして，このような供給圏を越
大きく増加している46) このようなことから，公設庄 えた地域への分荷の拡大は，その担い手である仲卸業者
内市場の産地市場としての機能は近年低下する傾向にあ の利益とも一致する.おおよそこのような論理が準広域
るとみることができる47) 消費地市場化の内在的要因と考えられるが，それは同時
'A むすび ←総括と展望
以上みてきたように、公設庄内市場は消費地市場，地
場流通市場，産地市場という 3つの機能をもちながら展
開してきた.そして，開設当初の3機能鼎立の状況から
徐々に産地市場機能のウエイトが低まり，地場流通市場
としての機能を維持しながら，消費地市場としての性格
を強めてきたということができる.そして今日では，仲
卸業者による供給圏を越えた地域への量販応向直接分荷
の増加に主導されて，地場流通機能を包含した準広域消
費地市場としての性格をもちつつある.
ところが，このような準広域消費地市場化の動向は，
に公設庄内市場が産地市場としての機能を維持してきた
ことの内在的要因でもある.そして，供給闘を越えた地
域への分荷形態として，開設当初は県外卸売市場への転
送が重要な意味をもっており，産地市場機能発揮が取扱
数量拡大の主要な形態だったのである.このような構造
が，仲卸業者による量販庖向分荷の本格化と前述したよ
うな産地市場機能の限界のもとで，おおよそ1980年代半
ば以降変化しつつあり，産地市場機能の後退と準広域消
費地市場化が進みつつあるのが，公設庄内市場の現局面
とみることができる.
しかし，卸売業者の直接集荷力の限界が表面化しつつ
ある今日の状況のもとでの準広域消費地市場化は，集荷
面では商人・商社からの買付集荷や転送集荷への依存を
一層強めざるをえなくなることに帰結するものとみるこ
834 
青果物流通構造変容下における地方都市小規模卸売市場の機能と特質 小野 169 
とカfできる.
このような状況のもとで，卸売業者は経営の合理化に
よる収主主性の向上に努めながら，仲卸業者からの要求も
あって県外産地からの直接集荷力の強化をめざしてい
る.具体的には，市場内物流施設の整備，特に定j昆売場
の設置により，産地予冷による大規模産地からの出荷へ
の対応と，量販庖向分荷の拡大を図ろうとしているが，
それとともに将来的には卸売業者の合併を構想してい
る. しかし，直接集荷力強化の切札と目されでいる卸売
業者の合併については， 1985年に合併内協議書が公正取
引委員会に提出されてはいるものの，現在のところその
実現の目処はたっていない状況にある49) また，卸売
業者は地場産地育成による基幹的な集荷先である庄内地
域における集荷基盤の拡大・強化をめざしている.地場
産青果物については鮮度や価格の面で仲卸業者や量販庖
の評価は高まっているが，その集荷数量は近年むしろ減
少する傾向にあり，卸売業者による地場産地育成も必ず
しも順調に進んで、いるとはいえない状況にある.
したがって，県外大規模産地からの直接集荷力の強化
が早急に望めない状況のもとでの準広域消費地市場化
は，集荷面での商人・商社からの買付集荷や県外市場か
らの買付集荷と，分荷面での仲卸業者をとおした量販庖
への相対販売が基本的な集・分荷形態となり，公設庄内
市場独自の価格発見機能を実質的に喪失していくことに
よって，結果的には流通センター化の方向をたどる可能
性をはらむものと考えられる.そして，却売業者の合併
が直接集荷力の強化に結びつかない場合は，このような
方向に拍車をかけることになる.それは卸売市場機能の
変質を意味する.ただし，その場合にも地場産青果物の
集・分荷については，地場流通市場機能と産地市場とし
ての一定の機能は維持されることになるであろう.すな
わち，その場合には県外産地と量販庖との聞の物流を{中
継する流通センタ一機能と，地場産青果物の集・分荷と
価格形成という地場流通市場としての機能が並存するこ
とになる.そして，卸売市場としての本来的機能につい
ては，地場流通市場としての機能に部分的に残されるこ
とになるが，それも大きく限定され，制約されたものに
ならざるをえないであろう.とするならば，公設庄内市
場が卸売市場としての本来的機能を今後とも維持してい
くためには，青果物生産拡大の可能性をもっ農業地域に
立地するという条件を活かし，地場流通市場としての機
能を充実させることが鍵を握るものと考えられる.
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1)例えば藤島康二は，最近の青果物卸売市場流通の特
徴的な動向として，①各地域の拠点的な大規模卸売市
場に対する出荷の集中による特定の大規模市場への荷
の集中，②それに伴う転送，直荷引などの卸売市場間
流通の活発化と流通の重層化の進展，①買付集荷と相
対販売の増加や 「委託買い付けJ f相対産直J f市場産
直」などの新しい取引方法の出現による取引方法の多
様化，④小規模な市場の集荷力の脆弱化による荷不足
の常態化，を指摘している (f青果物却売市場流通の
現状と問題点J r農業と経済92前期増刊号今，青果
物の世界でー消費・流通・生産一』富民協会， 1992年).
また細川允史は，現段階の青果物市場体系について，
情報の主導により大型量販庖や市場外流通も取り込ん
だ総合的な市場体系が形成されているとし，それを情
報主導型総合市場体系と規定している (f青果物卸売
市場再編の現段階Jf農産物市場研究』第34号， 1992年).
2)本稿でいう地方都市小規模卸売市場とは，主として
3類都市卸売市場，それも京浜，京阪神，中京など大
消費圏以外に立地する市場を念頭においている.
3)青柳斉は新潟県上越地方卸売市場の分析により，市
場後背地に青果物産地をもたない岡市場においては，
消費地市場として量販庖の「仕入れ部門」としての性
格を強めていることを指摘している (f青果物流通構
造の変化と地方却売市場J r新潟大学農学部研究報告』
第43号， 1991年)• 
4)滋賀県八日市市場のこのような展開方向について香
月敏孝が紹介している (f地場・地域流通と野菜産地
再編」田畑保・宇野忠義編 『地域農業の構造と再編方
向』日本経済評論社， 1990年).
5)北海道旭川市の地方卸売市場の事例について，坂爪
浩史が紹介している (f地方都市卸売市場の産地市場
化」北海道大学農学部 『農経論叢』第46集， 1990年，
「新産地市場の形成と産地対応J r農経論叢』第48集，
1992年).
6)代表的なものは，山口照雄 『野菜の流通と値段のし
くみ』農山漁村文化協会， 1974年.
7)代表的なものは，御園喜博・宮村光重編 『これから
の青果物流通』家の光協会， 1981年.
8)前掲坂爪論文.なお，産地市場としての機能をもっ
卸売市場の事例については，宮崎市中央卸売市場につ
いて加藤光一 「遠隔地輸送園芸地帯における中央卸売
市場の'性格」九州経済調査協会 『中央卸売市場の開設
に向けた地場野菜生産・出荷対策に関する調査J 1982 
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年，梅木利巳「遠隔地輸送園芸地帯における中央卸売
市場の性格変貌J r農林統計調.!33巻8号， 1983年，
長野市・上田市などの地方卸売市場について農経新聞
社編 『日本の青果卸売業J 1982年，福島市中央卸売市
場について藤島康二 『青果物卸売市場流通の新展開』
農林統計協会， 1986年，青森県内の青森市・八戸市両
中央卸売市場および弘前市・南部町の地方卸売市場に
ついて藤田公「野菜の地場流通の改善と産地育成」青
森県農業経営研究所 『農業経営研究資料』第8号，
1984年，同じく南部町営市場について堀箆謙「地方市
場と地域農業J r農業経営研究成果集報』第 3号，
1984年，が紹介している.
9)指定産地における1990年の作付面積は，秋冬ダイコ
ン267ha，夏秋キュウリ 71ha，夏秋トマト 20haであ
り(東北農政局資料による)，カキおよびメロンの栽
培面積はそれぞれ1，320ha， 739 haとなっている(東
北農政局山形統計情報事務所「山形県農林水産統計年
報」による).また，転作による野菜作付面積は1980
年の408haから1990年には 1，058haへと大幅に増加
しており，転作等実施面積に占めるその割合も9.4%
から14.1%へと上昇している(山形県庄内支庁「庄内
の農林水産業」による).
10)市場開設の経過について詳しくは，土岐寛「公設庄
内青果物地方卸売市場における単複問題の現状J (r市
場史研究』第4号， 1987年)p.48-50を参照のこと.
11)卸売業者の再編は A社が鶴岡市の 2市場と酒田市
のl市場の統合により設立され B社が鶴岡市の 1市
場と酒田市の3市場の統合により設立されるという形
態をとった.その際に，旧市場関係者から役員・職員
の一部が分離・独立し，あらたに民営2市場(鶴岡中
央青果市場，酒一酒田青果物卸売市場)を設立した.
この 2市場は政令規模未満市場として今日まで営業を
継続しており， 1990年度の取扱数量および金額は，鶴
岡中央青果市場6，608t， 11.5億円，酒一酒田青果物
卸売市場5，184t， 9.9億円である(山形県農林水産部
『山形県卸売市場の概要J 1992年)
12)農林水産省「地方卸売市場業務関係資料」によって，
1989年度の取扱金額規模別地方卸売市場数割合を青果
市場についてみると、 150億円以上1.4%，100-150億
円0.8%，50-1001)意円5.1%， 10-50億円31.4%，10 
億円未満61.4%となっており，公設庄内市場は地方卸
売市場のなかでは比較的大規模な市場である.しかし，
本稿では中央卸売市場を含めた卸売市場総体の規模序
列からみて，公設庄内市場を小規模市場として位置づ
けている.なお，藤島は前掲稿で中央卸売市場につい
て，卸売市場総流通量に占めるシェアが0.5%未満の
市場を「小規模」市場と分類しているが (p.54)，公
設庄内市場のシェアは1990年において0.3%であり，
この面からも小規模市場として位置づけられる.
13)農林水産省 『青果物卸売市場調査報告』による庄内
地域の却売市場 (1970年7市場， 1975年3市場)の合
計数値である.なお， 1975年の場合，その約90%を公
設庄内市場が占めている.
14) r山形県卸売市場整備計画」によれば，青果物につ
いては山形県内を 3流通圏に区分しており，そのひと
つである庄内地域の基幹市場として公設庄内市場が位
置づけられていること，また開設者が庄内地域14市町
村の一部事務組合で・あることから，以下では庄内地域
を供給圏として分析を進める O
15)ただし r市場年報」の産地別集荷数量には転送集
荷数量も含まれれているので，これからただちに直接
集荷圏の拡大ということはできない.
16) 1990年における集荷量500t以上の都道府県および
その占有率は次のとおり.北海道7.4%，青森3.3%，
山形42.1%，茨城5.1%，栃木1.8%，群馬4.0%，埼
玉2.6%，千葉7.6%，神奈川2.0%，新潟2.7%，長野
2.2%，静岡2.2%，愛知2.5%，高知3.1%，福岡2.4%.
17) 1990年における集荷量500t以上の都道府県および
その占有率は次のとおり.青森5.4%，山形42.8%，
和歌山6.7%，愛媛4.9%，佐賀3.1%，熊本2.4%.
18) これらの品目のもつ性格について簡単にふれておく
と，タケノコは庄内地域の食生活のなかで高いウエイ
トをもった品目であり (r日本でいちばんタケノコを
食べる地域」といわれる)，旺盛な地場需要に支えさ
れて全国各地から大量の集荷が行われている.西洋ナ
シとオウトウは，ともに山形県内陸部に全国最大の産
地が形成されている品目であり，公設庄内市場におけ
る山形県産のシェアが98%，82%‘と高く， しかも地場
消費とともに庄内地域の小売庖からも贈答用として全
国に発送されている品目である.
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19)卸売業者からの聴取りでは，農協系統共販が大規模
化し， しかも指定市場の絞り込みと物流の合理化を進
めている状況のもとで，少なくとも l社100億円の取
扱高 1産地からlOt車1台分の荷受力がないと，大
規模産地からの直接集荷が困難になっているというこ
とである.また， A社の場合，庄内地域に次ぐ集荷先
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である関東からの集荷において，農協連合会をとおし
た集荷の割合は約30%であり，その他は商人 ・商社か
らの集荷となっている(ただし，関東のなかで神奈川
のみは経済連経由の集荷が約90%を占めている).ま
た，その他の産地で農協連合会経由の集荷割合が高い
のは愛知(約60%)，静岡(約60%)，和歌山(約90%)，
高知(約85%)，佐賀(約85%)のみである (A社業
務資料による). 
20)農林水産省 「卸売市場の現状と課題J 1992年版.な
お， 中央卸売市場の買付集荷割合は， 1989年において
19% (野菜13%，果実27%)である.
21)公設庄内市場管理事務所資料による.
22)卸売業者によれば，事実上の貿f寸集荷割合は表10の
数値よりも高く，現在では法定手数料(野菜8.5%，
果実 7%)をえることができる本来の意味での委託集
荷は約30%にすぎないという.
23) r庄内青果物地方卸売市場調査診断報告書J(1991年)
による.なお，同報告書によれば1989年の中央卸売市
場平均の買付販売利益率は3.90%であり，公設庄内市
場の買付販売利主主率はそれに比べて高いが，買付集荷
割合の高さから，売上総利益率は5.90%と中央卸売市
場平均7.03%を下まわっている.
24)卸売業者からの聴取りによる.その他の産地につい
ては，北海道10%，東北70%，西日本のミカンの50%
からの転送は調査されていない，②総転送量100t未
満の転送先市場については公表されていない.①卸売
業者が他市場の売買参加権をもって買い受けている実
質的な転送については把握できない，④調査品目に限
定がある，などの制約があり，実際の転送量よりは過
少に現れている可能性がある.事実，表11による転送
依存度は野菜5.5%，果実4.5%であり，金額と数量の
違いはあれ，表9の転送依存度の約2分のlとなって
いる. しかし，公設庄内市場の場合 r市場年報」に
転送集荷数量が掲載されていないこともあって，今の
ところこれが品目別転送集荷状況を知りうる唯一の資
料である.
27)農林水産省「青果物卸売市場調査報告」による.た
だしこれは，政令規模未満市場2市場を含めた数値で
ある.
28) このことは，従来いわれてきたような大都市市場→
地方都市市場といった単方向的な卸売市場開流通にと
どまらない重層的な卸売市場開流通網が形成されてい
ることを示唆している.
29) これは総販売農家数に占める割合であり，青果物販
売農家数に占める割合はもっと高まることに留意され
たい.なお，同年の販売金額第1位部門が青果物(施
設園芸，野菜，果樹)の農家は，庄内地域で1，159戸
である.また，生産者の分布密度が濃い鶴岡市と酒田
を市場からの配車によって集荷しているという.また， 市では，販売農家の18%と14%を占めている.
山梨県には果実の出荷シーズンに庄内市場運送の産地 30)山形県農林水産部「農業協同組合要覧」昭和52年版.
駐在員をおいて，配車業務を行っているということで 31)農林水産省 「卸売市場の現状と課題」によれば，同
ある. 年の全園地方卸売市場のセリ販売割合は70% (野菜
25)実際には，商人・商社からの集荷のなかにも実質的 74%，果実65%)である.
な転送集荷が含まれている 例えばA社は東京都中央 32)卸売業者によると，近年，セリ販売をするなら出荷
卸売市場板橋市場や福島市中央卸売市場などの卸売業 をしないという姿勢を示す産地が多くなってきている
者が設立している子会社から集荷しているが これら とのことである.
は商社からの集荷に分類されているが実際には転送集 33)卸売業者からの聴取りによると，売買参加者のセリ
荷であり，こういったものを加味すると実質的な転送 仕入れ割合は約80%であるという
依存度はもっと高いものとみることができる 34)卸売業者からの聴取りによる.‘
26) この資料の元になるデータは農林水産省「青果物卸 35)各仲卸業者からの聴取りによると，正式に仲卸業者
売市場調査報告」であるが，それには政令規模未満 2 となる以前から C社は青果物卸 ・小売業，転送と量販
市場を含めた庄内地域3市場データが一括して掲載さ 庖納品を， D社は青果物小売業と転送 ・量販庖納品を，
れているため，ここでは公設庄内市場単独の数値が把 E社は転送 ・量販庖納品を F社 ・G社は青果物卸 ・
握できるこの資料を用いた. 小売業を H祉はかつてバナナ問屋であったが公設庄
なお「青果物卸売市場調査報告」の転送調査は， 1・ 内市場にバナナ加工場が併設されたことによって青果
2類都市卸売市場の仲卸業者による転送量を調査した 物全般の卸業を，それぞれ行っており，各社とも売買
ものであって，①3類都市およびその他都市卸売市場 参加権をもっていた.
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36)前掲「庄内青果物地方卸売市場調査診断報告書」に
よれば，仲却業者の販売金額は1990年で合計79.5億円，
最大36億円，最小2億円となっている。
37)向上報告書による.
38)同上報告書による.なお，量販庖以外の平均代金決
済期間は，他市場7日，小売業者5日となっている。
39)卸売業者からの聴取りによる.
40) このような仲卸業者の転送メリ ットの存在は，反面
では生産者利益との対立をもたらす可能性をもっ.す
なわち，生産者からみれば，公設庄内市場に出荷する
場合に要するコストは，選別・荷造り・出荷労働を考
慮、にいれなけれは、〔公設庄内市場手数料+出荷コスト
(容器代など))となるが，農協系統出荷の場合は〔出
荷先市場手数料+運送費+農協系統手数料+出荷コス
ト (共選費 ・容器代など))となり， c庄内経済連販売
先市場価格一公設庄内市場価格<運送費+農協系統手
数料+出荷コスト(主として共選費))であれば，公
設庄内市場出荷→転送の方にメリットが生じる.他方，
仲卸業者の差益は〔転送先市場価格一市場手数料一運
送費一公設庄内市場買受額〕となるため， c転送先市
場価格一公設庄内市場価格>市場手数料+運送費〕と
なることが転送分荷の条件となっている.つまり，庄
内経済連出荷先市場と仲卸業者の転送先市場が同一で
あるとすれば，公設庄内市場に出荷する生産者にどっ
ては両者の価格差が小さいほど望ましく，逆に仲卸業
者にとってはそれが大きいほど望ましいということに
なるが，価格差が拡大した場合，生産者は農協系統に
出荷した方が有利となる.つまり，市場開価格が一定
庄内経済連からの集荷数量も含まれることに注意を要
する.ただし，そのウエイトは前掲表13からもうかが
えるように高いものではない.
42)庄内経済連の1990年の販売事業取扱品目は，野菜32
品目，果実16品目，菌茸類T品目，花き 4品目であり，
野菜では生ダイコン，干ダイコン，ネギの 3品目が
53%，果実ではアンデスメロンとカキの 2品目が88%
を占めている.その出荷先としては，生ダイコンは70%
を関東に，干ダイコン82%を関東に，ネギは93%を関
東に，アンデスメロンは48%を関東に，カキは66%を
北海道に，それぞれ出荷している.
43)たとえばアンデスメロンについては，庄内経済連で
は糖度10%を基準にしているが，公設庄内市場にはそ
れ以下のものも出荷されることがある.
44)公設庄内市場から転送されるものは，品質・規格に
ばらつきが大きく，総じて農協系統出荷品に比べて低
価格である.そのため，両者が同ーの卸売業者に荷受
けされた場合には，荷が過剰になることもあって，全
体として庄内産の価格を引き下げる要因になる. した
がって，仲卸業者によると 庄内経済連からの要求も
あり，庄内経済連の出荷先卸売業者には転送分荷しな
いように配慮しているという.
45)公設庄内市場出荷の場合には，選別，箱詰め，運搬
は個々の生産者が行うことになり，共選共販を行って
いる農協系統出荷に比べてそれだけ労働時間がかかる
ことになる.
46) 1985年から1990年にかけて庄内経済連取扱数量は
2.56倍に伸ばしているのに対して，公設庄内市場集荷
程度以上に拡大すれば両者の利益は対立するのであ 数量は1.54倍の伸びにとどまっている.
り，その分岐点は市場開格差が 〔運送費+農協手数料 47)仲卸業者によれば，転送分荷のウエイトが最も高
+出荷コスト(共選費))を上まわるか否かとなる. かったのは1980年代半ばのことであり，近年は減少傾
この点についての厳密な検討はできないが， 1990年産
のアンデスメロンについていえば，庄内経済連の平均
単価は 1ケース (6kg) 当たり 1，536円，公設庄内市
場平均価格1，270円であり，両者に266円の格差がある.
農協系統出荷の場合の〔運送費+農協系統手数料+出
荷コスト(共選費))は約220円ということであるから，
生産者からみれば農協系統出荷の方がややメ リットが
ある状況といえよう.
41)庄内地域の出荷量，庄内経済連販売事業取扱数量，
公設庄内市場集荷数量のそれぞれは出所が異なるため
厳密な比較はできないが，大まかな傾向を読みとるう
えでは支障がない.また，公設庄内市場集荷数量には
向にあるという.
48) 1990年 「商業統計調査結果」によれば，庄内地域に
おける飲食料品小売業の販売額に占めるセルフサービ
ス庖およびコンビニエンススドアのシェアは61%に達
しており，飲食料品の供給において量販庖が主要な供
給経路となってきている(山形県統計協会 「山形県の
商業」による). 
49)卸売業者の合併は，仲卸業者は賛成しているが売買
参加者の同意がえられていない状況にあるという.な
お，卸売業者合併問題の経緯については，前娼土岐論
文を参照のこと.
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